
（地－様式３）

相双地域 №1

【現状分析】

施策や地域を
取り巻く情勢

施策展開調書

多彩な地域資源の連携による広域交流圏の形成と人づくり

特色ある地域資源の有機的な連携により、魅力ある観光やスポーツ交流の促進
を通じた交流人口の拡大や人づくりを進めます。

○常磐自動車道が平成２３年度に相馬まで延伸、平成２６年度に全線開通を予
　 定されている。
○平成２１年１０月に相双地域の地域情報を総合的に発信するサイト『相双ビュ
　 ーロー』が開設された。
○相双地域観光物産推進サミット等の開催により、周遊・滞在型観光の推進に
　 向け、地域が一体となって取り組んでいる。
○グローバル化の進展に伴い、国際人として社会をリードできる人づくりの重要性
　 が高まっている。
○平成１８年度より双葉地域の１県立高等学校と４公立中学校との連携型中高一
   貫教育が実施されている。

施策の展開方向
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○相双地域観光物産振興広域連携プロジェクトにより、常磐自動車道の延伸を
　 見据え、関係機関との連携の上、『相双ビューロー』による総合的な情報発信
　 や、首都圏における物産展の開催、相双地域周遊観光モニターツアーの催行
　 等の事業を展開した。
○電源立地促進事業（広野小高線）により、観光道路として地域連携軸、沿道利
　 用を図り、一体的な観光エリアとして地域活性化の支援に努めながら、沿岸部
　 の観光・レクリエーション施設の連携強化による交流人口の拡大を目指した。
　 また、幹線道路であることから、安全で安心なくらしや交流を支える基盤の充実
　 のため、現道幅員が狭小で交通混雑が見られる箇所のバイパスを整備し、危
　 険箇所の解消及び交通渋滞の緩和を図った。
　 【成果：H21年度供用延長L=1,160m(棚塩１工区、塚原工区)】
○相双地域資源活性化事業により、地域産業活動、定住・二地域居住、観光・地
　 域文化活動、スポーツ・レクリエーション等を通じた地域間の多様な交流の機会
　 を促進し、地域の特色ある拠点を整備するため松川浦環境公園整備事業等の
　 １０事業（７市町村等）に対して助成を行った。
　 また、平成２１年度より、富岡漁港周辺において整備が計画されている「とみお
　 か海の駅」で社会実験が展開された。
○福祉健康人材育成プランにより、大学と連携し、福祉・健康に関する専門的な
　 授業を行い、福祉・健康分野で活躍できる人づくりに取り組んだ。
　【福祉系選択者の介護福祉士国家試験合格率７５％（全国平均５２％）】
○国際人育成プランにより、外国語指導助手による語学指導や富岡高校の英語
　 教員が連携４中学校で授業を行うなど、世界の共通語である英語の習得によ
　 る、世界に発信できる人づくりに取り組んだ。
　【国際コミュニケーションコース在籍生徒(３年)の英検２級以上の取得率６７％】
　【スキットコンテスト福島県大会優勝、同東北大会準優勝】
　【連携４中学における２１年度英語検定合格者数　準２級１０名、３級４３名】
○地域連携型人材育成事業により、富岡高校国際スポーツコースにスポーツ専
　 任コーチを配置するなど、サッカー・バドミントン・ゴルフの３競技について、世
　 界に通用する選手の育成に取り組んだ。
　【（男子サッカー）福島県高校総合体育大会優勝など】
　【（男子バドミントン）東北高校選手権大会団体優勝など】
　【（ゴルフ）全国高校ゴルフ選手権東北大会男女団体２位など】

主な取組み
実績・成果
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今年度の
主な取組み

【課題整理】

施策を推進する上

○相双地域観光物産振興広域連携プロジェクトにより、交流人口の拡大による広
　 域的な地域活性化に向けた、総合的な情報発信や市場開拓、戦略的な観光物
　 産プロモーション等に取り組む。
○電源立地促進事業（広野小高線）により、改良工L=2,980m、舗装工L=200.0m、
　 梁下部工12基・上部工２基、測量設計１式、用地補償１式に取り組む。
○相双地域資源活性化事業により、南相馬市雲雀ヶ原陸上競技場改修工事事業
　 等の８事業（６市町村）に対して助成を行う。
○双葉地区教育構想推進会議を各年２回開催する。
○福祉健康人材育成プランとして、大学と連携し、福祉・健康に関する専門的な
　 授業を行いながら連携型中高一貫教育により、総合的な健康づくりをコーディ
　 ネートでき、福祉・健康分野で活躍できる人づくりを推進する。
○国際人育成プランとして、対象校生徒の海外留学、フランスの姉妹校との交
　 流、外国語指導助手による語学指導や富岡高校の英語教員が連携４中学校で
　 授業を行うなど、世界の共通語である英語を身に付け、世界に発信できる人づ
　 くりを推進する。
○地域連携型人材育成事業として、富岡高校国際スポーツコース（バドミントン・
　 ゴルフ）にスポーツ専任コーチを配置するなど、サッカー・バドミントン・ゴルフの
　 ３競技について、高度な指導を受けることで、世界に通用する選手の育成を目
　 指す。

○周遊・滞在型観光を推進するに当たり、関係機関・団体との総合的な推進体制
　 の整備が課題となっている。
○広域観光ルートの開発や、観光客に地域の観光資源を分かりやすく案内する

ための取組みが課題となっている。
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施策を推進する上で
の課題

【今後の取組みの方向性】

今後の取組みの
方向性

　 ための取組みが課題となっている。
○常磐自動車道延伸を見据えた、地域による観光客の受け入れのための取組み
　 が課題となっている。
○双葉地区教育構想の理解啓発の推進が課題である。
○ＪＦＡアカデミー福島、ＪＩＣＡ二本松、福島大学など、関係団体との連携による
　 中高一貫教育のさらなる充実が課題である。

○関係機関・団体間で連携可能な事業等に関する意見交換を行うなど、周遊・滞
　 在型観光の推進に関する取組みを強化していく。
○スポーツ施設の充実に伴う利用人口の拡大に向けたＰＲや合宿誘致等に向け
　 た関係機関・団体組織による協議を行っていく。
○相双地域観光物産推進サミット等をとおして、各市町村の地域資源を結ぶ広域
　 観光ルートの開発や地域で統一した案内サインの設置について検討をする。
○常磐道延伸を見据えた観光客の受け入れのために、観光ＰＲや受入体制の強
　 化、産業の６次化推進による特産品開発等の地域の取組みを支援する。
○地元住民をはじめ広く県民に対して、本構想の趣旨の周知を図る。
○富岡高校と連携４中学校による中高一貫教育において、ＪＦＡアカデミー福島等
　 関係機関との連携強化を一層進める。
○双葉地区教育構想における各種活動を支える環境の整備を図る。
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策 平成 年度から『相双技塾』を開講し 産学官連携 産業人材育

（地－様式３）

施策展開調書

相双地域 №2

施策の展開方向

電源立地地域の特性や物流基盤の整備効果を生かした産業の集積

電源立地地域の特性や物流基盤を生かした産業の集積と振興を図るとともに、産
業人材の育成・確保を図ります。

【現状分析】

施策や地域を
取り巻く情勢

○国際競争や急速な技術進歩により、ものづくりの現場において高度な人材育成
　 （新技術への対応能力、問題解決能力等）が求められている。
○平成２２年４月より浜高等技術専門校の一部を短期大学校化し、テクノアカデミ
　 ー浜が開校した。また、同校内に、ハイテクプラザ等試験研究機関と迅速、円
　 滑に連携できるよう相双地域における技術等相談窓口となる「相双テクニカル
　 プラザ」を設置し、コーディネーター役として 「テクニカルアドバイザー」を配置し
　 た。

主な取組み
実績・成果

○産業人材育成プログラム『相双技塾』により、地域産業の人材育成に対する支援
策として 平成19年度から『相双技塾』を開講し 産学官連携による産業人材育　 として、 19 、 による

　 成プログラムを構築した。
　 【平成２１年度の実施状況：講座数 35講座、受講者数 延1,105人(実人員225人)
　  企業数 54社】 （相双地域雇用創造推進事業として実施。）
○テクノアカデミー浜の専門課程訓練事業により、立地企業の技術力向上、産業
　 人材の育成・確保を図るため、「電子制御科」（能力開発校普通課程）を「計測制
　 御工学科」（能力開発短期大学校専門課程）に高度化した。
　 【計測制御工学科定員２０名、平成２２年度入学生２０名】

今年度の
主な取組み

○産業人材育成プログラム『相双技塾』により、これまでの、アンケート調査や企
　 業訪問によるニーズ調査の結果を踏まえ、「しくみ」に重点を置いた原理・原則の
　 理解を目的とする座学・実習・工場見学等を、県内外の大学、高専、テクノアカデ
　 ミー、ハイテクプラザや民間企業等と連携の上実施することにより、相双地域の
　 強み産業である「加工組立型産業」を中心とした産業人材の育成を支援する。
○テクノアカデミー浜の専門課程訓練事業により、急激な技術革新に対応でき
 　る高度な知識・技能を備えた産業人材の育成を図るため、高校卒業者等を対象
　 に２年間の高度職業訓練を実施する。
　 【平成２２年度　計測制御工学科の定員を充足】

【課題整理】

施策を推進する上で
の課題

○相双技塾の効果的な実施に向け、企業からの率直な声をカリキュラムに反映
　 させるなど、地域のニーズを踏まえた講座の構築が課題となっている。
○テクノアカデミー浜において、少子化に伴う高校生人口の減少により、学生の
　 確保に向けた積極的な募集活動が課題となっている。
○地域の産業人材の育成のため、高卒２年課程の充実だけでなく、企業在職者
　 のスキルアップを図るための短期間の講座の充実が課題である。



【今後の取組みの方向性】

今後の取組みの
方向性

○相双技塾におけるアンケート調査の実施や、企業訪問等によりニーズ調査を
　 行い、福島大学等の専門家と協議しながら講座を構築していく。
○卒業生の就職率１００％を目標に、企業が求める人材育成とテクノアカデミー
　 浜の魅力向上に努める。
○テクノアカデミー浜が実施するテクノセミナー等の在職者向けの訓練を充実さ
　 せ、産業人材の育成・確保を図る。
　 （例）企業からの要望によりオーダーメイド的な講座を開設するなど。
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（地－様式３）

相双地域 №3

【現状分析】

施策や地域を
取り巻く情勢

主な取組み
実績・成果

施策の展開方向

施策展開調書

地域特性を生かした農林水産業などの振興と地域活性化

温暖な気候を生かした農業の振興や良好な漁場を生かした水産業の振興を図ると
ともに、豊かな地域資源を生かした地域活性化を図ります。

○元気ふくしま、地域づくり・交流促進事業（あぶくまロマンチック街道地区）等によ
　 り、「あぶくま」らしい風景の保全交流人口の拡大や着地型観光の推進を図るた
　 め、地域住民を主体とした「あぶくま」らしい風景を保全する仕組みづくり」を進め
　 るとともに、地域間交流や生活を支える道路としての機能を高めるため、円滑な

○福島県ではふくしま・地域産業６次化戦略を策定するなど、農商工連携等による
　 地域活性化を積極的に進めている。
○産地等の偽装表示など、食を取り巻く問題が相次ぎ、消費者の食への安全・安
　 心への関心の高まりがみられる。
○資源管理型漁業、つくり育てる漁業が推進されている中、ヒラメ、カレイ類などの
　 資源管理や人工種苗の放流が実践されている。
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実績 成果

今年度の
主な取組み

【課題整理】

施策を推進する上で
の課題

るとともに、地域間交流や生活を支える道路としての機能を高めるため、円滑な
　 交通の支障となっている危険箇所等の解消を図った。
　 【H21実施：風景街道づくり計画策定　一式】

○ふくしま・地域産業６次化推進事業により、地域の活性化を図るため、地域産
　 業６次化に関心と意欲のある個人・法人・団体等をメンバーとするネットワーク
　 を構築し、研修会や情報交換を実施するほか、ふくしまの「食」を幅広く発信
　 する。また、「福島県県産品加工支援センター」による、食品加工に関する商品
　 開発・技術支援等を実施する。
○ふくしまの美味しい魚発掘・活用事業により、ふくしまの水産物のイメージを高
　 めるため、「浜の逸品」を選定し、生産から流通・消費までの関係者と連携し、
　 効果的なPRを行う。また、水産物の消費拡大や産業への理解を促進するた
　 め、試験場参観デーや参画を要請されるイベント、講座等において、水産物の
　 生産や水揚げ状況、漁法、生態的特徴、食べ方など、生産から流通、加工、
　 調理まで、幅広い情報を提供する。
　 【関連事業等、高度利用技術開発試験】
○元気ふくしま、地域づくり・交流促進事業（あぶくまロマンチック街道地区）等によ
　 り、「あぶくま」らしい風景の保全交流人口の拡大や着地型観光の推進を図るた
　 め、地域住民を主体とした「あぶくま」らしい風景を保全する仕組みづくり」を進め
　 るとともに、地域間交流や生活を支える道路としての機能を高めるため、円滑な
　 交通の支障となっている危険箇所等の解消を図った。
　 【H21実施：風景街道づくり計画策定　一式】

○地域農林水産物を活用した魅力ある産品づくりに向けた、高付加価値化等の
　 取り組みが課題となっている。
○人材育成・確保と経営体質の強化が課題となっている。
○地域産業の6次化に向けた地域ネットワーク力の強化と地域の絆づくりが課
　 題となっている。
○地域住民の活動によって、過疎・中山間地域の振興が図られているが、伝統芸
　 能の継承等について、少子高齢化による人材不足が深刻な問題となっている。
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【今後の取組みの方向性】

今後の取組みの
方向性

○地域産業の６次化を目指す農林漁業者や農業参入企業など新たな担い手を
　 育成・確保するとともに、キーパーソンとなる人材等を養成する。
○農林漁業者と商工業者がお互いの強みを生かしながら連携し、「福島県産品加
　 工支援センター」による支援等により、売れる商品開発や新たなビジネスの創出
　 を図る取組みを支援する。
○地域づくりにつながる施策を計画的に進めることができるよう部局連携のもと具
　 体的なアクションプログラムを策定する。
○振興局及び農林事務所等部局間の連携を密にし、過疎・中山間地域の振興に
　 向けた実効性のある計画を立案する。
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（地－様式３）

相双地域 №4

【現状分析】

施策や地域を
取り巻く情勢

施策の展開方向

施策展開調書

安全で安心なくらしや交流を支える基盤の整備・充実

安心して生活が送れるよう、原子力防災対策を含む地域防災体制の整備や生活
環境基盤の充実を図るとともに、幹線交通網や港湾などの社会基盤の整備を進め
ます。

○地域保健・職域保健連携事業により、関係機関の連携体制を構築するとともに
　 職場の健康づくり推進者(サポーター)の養成、事業所における健康づくりトップ

○相双地域、特に双葉地方における救急医療提供体制が十分に整えられていな
　 い。
○新潟県中越沖地震に伴う原子力発電所の被災などにより、県民の原子力災害
　 対策への関心が高まっている。
○国による重点港湾の選定において、相馬港が選定されなかった。
○全国的に船舶の大型化及び貨物量の増加が進んでいる。
○相馬港は、管内における災害時の緊急物資の物流拠点としての役割を担って
　 いる。

7

主な取組み
実績・成果

今年度の
主な取組み

【課題整理】

施策を推進する上で
の課題

　 職場の健康づくり推進者(サポ タ )の養成、事業所における健康づくりトップ
　 セミナーなどを通じ、事業所の主体的な健康づくり活動を支援した。
○原子力防災対策事業として、国民保護共同・原子力防災訓練(平成21年12月22
　 日開催)に関係機関が参加した。
○個別訓練であるオフサイトセンター活動訓練(10月22～23日)、緊急時環境放射
　 線モニタリング訓練(11月18～19日)に関係機関の職員が参加した。また、原子
　 力センターがオフサイトセンター等の維持管理を行うとともに原子力防災講習会
　 (平成22年2月1日開催)へ講師を派遣した。
○相馬港３号ふ頭整備事業により、相馬港３号ふ頭において、埋立造成工を実施
　 した。

○地域保健・職域保健連携事業により、相双地区地域保健・職域保健連携協議会
　 を基盤に、地域の健康課題・健康情報の共有化を図り、保健事業の共同実施を
　 通して生涯にわたる継続的な保健ｻｰﾋﾞｽの提供体制を整備する。
○原子力防災対策により、原子力防災訓練への関係機関の職員の参加、個別訓
　 練であるオフサイトセンター活動訓練及び緊急時環境放射線モニタリング訓練に
　 関係職員が参加する。また、オフサイトセンター等の維持管理に取り組む。
○相馬港３号ふ頭整備事業により、相馬港３号ふ頭の埋立造成工を実施する。

○特定健診・保健指導の導入による新たな検診制度の周知不足や検診実施体制
　 整備の遅れ等の影響を受け、生活習慣病の早期発見に結び付く、各種がん検
　 診、特定健康検査の受診率や特定保健指導の利用率が伸び悩んでいる。
○通報連絡体制、環境放射線モニタリング体制及び対策拠点施設の維持が求めら
　 れている。
○相馬港が重点港湾とならなかったことにより、今後、直轄新規事業の着手が困
　 難となる。
○相馬港３号ふ頭の供用開始に向け、引き続き相馬港の利用増加を図る必要が
　 ある。

7



【今後の取組みの方向性】

今後の取組みの
方向性

○医師会、検診機関、市町村、医療保険者等との連携により、新たな健診（検診）
　 制度に関する周知を徹底するとともに、健診（検診）体制を整備することで受診率
　 向上を図る。また、管内市町村等の健診（検診）受診状況や検査結果等に関す
　 る情報収集及び分析を行い効果的な生活習慣病対策への活用を図る。
○原子力防災訓練等へ参画し、関係機関との連携・防災対策の確立、職員の防
　 災技術の向上、さらにオフサイトセンター等の維持管理に努める。
○相馬港が計画どおりの整備を進められるよう、国に対して要望をしていく。
○相馬港の重要性を高めるためにも荷物量の更なる増加を目指し、３号ふ頭の利
　 用を広く発信していく。特に阿武隈東道路等の開通を見据えて、県北地域の企業
　 への発信を強めていく。
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（地－様式２）

相双地域 №1

施策の展開方向

重点施策

【現状分析】

施策や地域を
取り巻く情勢

地域別重点施策調書

多彩な地域資源の連携による広域交流圏の形成と人づくり

相馬野馬追などの伝統文化や、電源立地地域対策交付金により整備された交流
施設など電源地域の資源を生かした首都圏を始めとした都市との交流、浜通り地
方の連携による広域観光ルートの形成などにより、周遊・滞在型観光を推進しま
す。

○相双地域観光物産振興広域連携プロジェクトにより、常磐自動車道の延伸を
　 見据え、関係機関との連携の上、『相双ビューロー』による総合的な情報発信
　 や、首都圏における物産展の開催、相双地域周遊観光モニターツアーの催行
　 等の事業を展開した。
○電源立地促進事業（広野小高線）により、観光道路として地域連携軸、沿道利

○常磐自動車道が平成２３年度に相馬まで延伸、平成２６年度に全線開通を予
　 定されている。
○平成２１年１０月に相双地域の地域情報を総合的に発信するサイト『相双ビュ
　 ーロー』が開設された。
○相双地域観光物産推進サミット等の開催により、周遊・滞在型観光の推進に
　 向け、地域が一体となって取り組んでいる。

1

主な取組み
実績・成果

今年度の
主な取組み

【課題整理】

施策を推進する
上での課題

○電源立地促進事業（広野小高線）により、観光道路として地域連携軸、沿道利
　 用を図り、一体的な観光エリアとして地域活性化の支援に努めながら、沿岸部
　 の観光・レクリエーション施設の連携強化による交流人口の拡大を目指した。
　 また、幹線道路であることから、安全で安心なくらしや交流を支える基盤の充実
　 のため、現道幅員が狭小で交通混雑が見られる箇所のバイパスを整備し、危
　 険箇所の解消及び交通渋滞の緩和を図った。
　 【成果：H21年度供用延長L=1,160m(棚塩１工区、塚原工区)】
○相双地域資源活性化事業により、地域産業活動、定住・二地域居住、観光・地
　 域文化活動、スポーツ・レクリエーション等を通じた地域間の多様な交流の機会
　 を促進し、地域の特色ある拠点を整備するため松川浦環境公園整備事業等の
　 １０事業（７市町村等）に対して助成を行った。
　 また、平成２１年度より、富岡漁港周辺において整備が計画されている「とみお
　 か海の駅」で社会実験が展開された。

○相双地域観光物産振興広域連携プロジェクトにより、交流人口の拡大による広
　 域的な地域活性化に向けた、総合的な情報発信や市場開拓、戦略的な観光物
　 産プロモーション等に取り組む。
○電源立地促進事業（広野小高線）により、改良工L=2,980m、舗装工L=200.0m、
　 梁下部工12基・上部工２基、測量設計１式、用地補償１式に取り組む。
○相双地域資源活性化事業により、南相馬市雲雀ヶ原陸上競技場改修工事事業
　 等の８事業（６市町村）に対して助成を行う。

○周遊・滞在型観光を推進するに当たり、関係機関・団体との総合的な推進体制
　 の整備が課題となっている。
○広域観光ルートの開発や、観光客に地域の観光資源を分かりやすく案内する
　 ための取組みが課題となっている。
○常磐自動車道延伸を見据えた、地域による観光客の受け入れのための取組み
　 が課題となっている。

1



【今後の取組みの方向性】

今後の取組み
の方向性

○関係機関・団体間で連携可能な事業等に関する意見交換を行うなど、周遊・滞
　 在型観光の推進に関する取組みを強化していく。
○スポーツ施設の充実に伴う利用人口の拡大に向けたＰＲや合宿誘致等に向け
　 た関係機関・団体組織による協議を行っていく。
○相双地域観光物産推進サミット等をとおして、各市町村の地域資源を結ぶ広域
　 観光ルートの開発や地域で統一した案内サインの設置について検討をする。
○常磐道延伸を見据えた観光客の受け入れのために、観光ＰＲや受入体制の強
　 化、産業の６次化推進による特産品開発等の地域の取組みを支援する。
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（地－様式２）

相双地域 №2

施策の展開方向

重点施策

【現状分析】

施策や地域を
取り巻く情勢

主な取組み
実績・成果

今年度の
主な取組み

地域別重点施策調書

多彩な地域資源の連携による広域交流圏の形成と人づくり

Ｊヴィレッジなどスポーツ施設の有機的な連携により、施設の集積を生かしたス
ポーツ交流拠点地域の形成を促進し、交流人口の拡大を図ります。

○「合宿の里ふくしま」推進事業により、全県的に合宿の誘致に取り組むこととな
　 り、スポーツの里ふたば案内センターのような、合宿のトータルコーディネート
　 （合宿施設の斡旋、宿泊施設の確保等）を担う組織の重要性が高まっている。
○スポーツによる交流人口の拡大に向け、「VISITふたば」によりモデルツアーが
 　企画されるなどの取り組みが見られる。
○「総合型地域スポーツクラブ」や「うつくしま総合型スポーツクラブユニオン」等
　 の組織によりスポーツ交流拠点の形成が図られている。

○地域づくり総合支援事業「ソフトテニスによる地域活性化事業」により、ソフトテ
　 ニスの国内トップレベルの選手、指導者を招聘し、ソフトテニスの素晴らしさ、
　 楽しさを体感する場を提供することで、スポーツを通じた交流人口の拡大を図
　 った。
　 【（交流事業参加者数）計２００人　 （観客者数）計１，０００人】
○電源地域振興・「スポーツの里」づくり事業により、『VISITふたば』商品企画開発
　 委員会による、社交ダンスとパークゴルフを競技種目とした旅行のモデル商品が
　 取りまとめられ、旅行会社に対しＰＲを行った。
　 モニターツアーとしてＪヴィレッジにおいて関東圏の小学生の高学年男子55名の
　 参加によるサッカーキャンプを実施した。
　 Ｊヴィレッジ内に設置した「スポーツの里ふたば案内センター」により合宿のトータ
　 ルコーディネートを行うとともに、ＰＲ活動を行った。
　 【（相談件数）５７件　（成約件数）１７件】
○電源地域振興・広報交流事業により、サッカーの女子12歳以下の全国大会（なで
　 しこカップ）を開催し、交流イベント、講演会を併せて実施することでサッカーを通
　 じた交流が図られた。
　 【(開催日)H22.2.12～14　(参加者)全国から32ﾁｰﾑ(選手、応援等延べ約780名)】

○地域づくり総合支援事業「ソフトテニスによる地域活性化事業」により、ソフトテ
　 ニスに関する交流イベントと一流プレイヤーを招いての大会を開催し、相双地
　 域におけるソフトテニスの普及と技術力向上を図るとともに、地域スポーツの
　 振興及び交流人口の拡大を図る。
○地域づくり総合支援事業（南相馬市北泉海岸を活用したビーチ・コミュニティ・
　 エリアづくり事業）により、世界プロサーフィン大会での誘客を活用した観光
　 イベントを実施し、相双地域の魅力をＰＲすることで、交流人口の拡大を図る。
○地域づくり総合支援事業等により、当地域に多数設置されているパークゴル
　 フ場を活用し、北海道・東北地方のパークゴルフ愛好者との交流大会を実施
　 する。地域の観光資源と結びつけることで交流人口の拡大と地域経済の活性
　 化を図る。
○電源地域振興・「スポーツの里」づくり事業により、『ＶＩＳＩＴふたば商品企画開
　 発委員会』において決定した「スポーツの里ふたば社交ダンスツアーｉｎＪヴィ
　 レッジ」及び「スポーツの里ふたばパークゴルフ交流大会ｉｎなみえ」をそれぞ
　 れ１１月に開催し、県外からの誘客と地元住民との交流を図る。特に「スポー
　 ツの里ふたばパークゴルフ大会ｉｎなみえ」においては福島空港を利用した北
　 海道からの誘客に取り組む。
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【課題整理】

施策を推進する
上での課題

【今後の取組みの方向性】

今後の取組み
の方向性

○スポーツ施設の充実が図られているが、利用人口の拡大に向けたＰＲや合宿誘
　 致等が課題となっている。
○スポーツの里ふたば案内センターにおける、スポーツ合宿のトータルコーディネ
　 ートが十分に機能しておらず、施設の斡旋等における管内市町村との連携が課
　 題となっている。

○「合宿の里ふくしま」推進事業による全県的な合宿誘致が実施されることに併
　 せ、管内市町村との連携を図りながらスポーツの里ふたば案内センターのトー
　 タルコーディネート機能を有効に活用し、スポーツ交流拠点地域の形成と交流
　 人口の拡大を図る。
○『VISITふたば』によるモデル事業を踏まえ、管内スポーツ施設を活用した旅行商
　 品の開発等を図る。
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（地－様式２）

相双地域 №3

施策の展開方向

重点施策

【現状分析】

施策や地域を
取り巻く情勢

主な取組み
実績・成果

今年度の
主な取組み

【課題整理】

施策を推進する
上での課題

○常磐自動車道の延伸に伴うアクセス道路の整備には、地元市町村や住民の協
　 力を得ながら、計画的に進める必要がある。
○常磐自動車道の延伸による波及効果を生かした地域振興を図る取り組みが課
　 題となっている。

地域別重点施策調書

多彩な地域資源の連携による広域交流圏の形成と人づくり

常磐自動車道のサービスエリアの設置促進や交流施設整備への支援などに関係
機関が一体となって取り組み、延伸の波及効果を生かした地域振興を図ります。

○常磐自動車道の平成２３年度開通に合わせ、ICアクセスの計画的整備が行わ
　 れており、地域間を結ぶ道路ネットワークの信頼性の向上や幹線道路の整備
　 による地域間交流促進や観光の活性化の支援が図られている。
○南相馬市鹿島区に鹿島サービスエリアを建設中であり、当地域においては、厚
　 生労働省の「雇用創造推進事業（パッケージ事業）」により、SAの効果的な活用
　 を図るため、講習会等の事業が実施されている。

○国道改築事業により、常磐自動車道の常磐富岡ＩＣ～相馬ＩＣ間の各ＩＣと主要国
　 県道のアクセス向上を図る整備を進めた。
　【国道114号浪江拡幅（浪江ＩＣ→国道6号）H21実績：電線共同溝工　L=240m
　 水路工　L=120m】
○地域活力基盤整備創造事業により、常磐自動車道の常磐富岡ＩＣ～相馬ＩＣ間及
　 び相馬ＩＣ～山元ＩＣ間の各ＩＣと主要国県道のアクセス向上を図る整備を進めた。
　【国道114号室原拡幅(浪江ＩＣ→国道114号)H21実績：本線改良・舗装工 L=403m】
　【原町川俣線信田沢工区（原町ＩＣ→原町川俣線）H21実績：舗装工 L=290m】
　【国道115号相馬南バイパス（相馬ＩＣ→国道115号）H21実績：改良工 L=383m】
　【国道113号駒ヶ嶺拡幅（新地ＩＣ→国道113号）H21実績：用地補償】

○国道改築事業により、引き続き各ＩＣと主要国県道のアクセス向上を図る整備を
　 行う。
　【国道114号浪江拡幅（浪江ＩＣ→国道6号）改良舗装工、電線共同溝L=440m】
○地域活力基盤整備創造事業により、引き続き各ＩＣと主要国県道のアクセス向上
　 を図る整備を行う。
　【国道114号室原拡幅（浪江ＩＣ→国道114号）改良舗装工L=265m】
　【原町川俣線信田沢工区（原町ＩＣ→原町川俣線）改良舗装工 L=290m本線】
　【国道115号相馬南バイパス(相馬ＩＣ→国道115号)改良工L=80m 舗装工L=400m】
　【国道113号駒ヶ嶺拡幅（新地ＩＣ→国道113号）改良工L=200m、橋梁下部工2基】
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【今後の取組みの方向性】

今後の取組み
の方向性

○工程管理及び予算管理を着実に実行し、年度内の確実な予算執行を図るととも
　 に、未買収箇所等の懸案事項の早期解決や、道路の利活用に関する検討を進
　 める。
○「雇用創造推進事業（パッケージ事業）」等を活用しながらSAの有効活用に向け
　 た講座等を実施する。
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（地－様式２）

相双地域 №4

施策の展開方向

重点施策

【現状分析】

施策や地域を
取り巻く情勢

主な取組み
実績・成果

今年度の
主な取組み

【課題整理】

施策を推進する
上での課題

○本構想の理解啓発の推進が課題である。
○ＪＦＡアカデミー福島、ＪＩＣＡ二本松、福島大学など、関係団体との連携による
　 中高一貫教育のさらなる充実が課題である。
○本構想における各種活動の環境整備が課題である。

地域別重点施策調書

多彩な地域資源の連携による広域交流圏の形成と人づくり

双葉地区教育構想に基づき、（財）日本サッカー協会などの関係機関と連携しなが
ら、国際人として社会をリードする人づくりを進めます。

○グローバル化の進展に伴い、国際人として社会をリードできる人づくりの重要性
　 が高まっている。
○日本サッカー協会によりＪＦＡアカデミー福島が運営されている。
○平成１８年度より双葉地域の１県立高等学校と４公立中学校との連携型中高一
   貫教育が実施されている。

○福祉健康人材育成プランにより、大学と連携し、福祉・健康に関する専門的な
　 授業を行い、福祉・健康分野で活躍できる人づくりに取り組んだ。
　【福祉系選択者の介護福祉士国家試験合格率７５％（全国平均５２％）】
○国際人育成プランにより、外国語指導助手による語学指導や富岡高校の英語
　 教員が連携４中学校で授業を行うなど、世界の共通語である英語の習得によ
　 る、世界に発信できる人づくりに取り組んだ。
　【国際コミュニケーションコース在籍生徒(３年)の英検２級以上の取得率６７％】
　【スキットコンテスト福島県大会優勝、同東北大会準優勝】
　【連携４中学における２１年度英語検定合格者数　準２級１０名、３級４３名】
○地域連携型人材育成事業により、富岡高校国際スポーツコースにスポーツ専
　 任コーチを配置するなど、サッカー・バドミントン・ゴルフの３競技について、世
　 界に通用する選手の育成に取り組んだ。
　【（男子サッカー）福島県高校総合体育大会優勝など】
　【（男子バドミントン）東北高校選手権大会団体優勝など】
　【（ゴルフ）全国高校ゴルフ選手権東北大会男女団体２位など】

○双葉地区教育構想推進会議を各年２回開催する。
○福祉健康人材育成プランとして、大学と連携し、福祉・健康に関する専門的な
　 授業を行いながら連携型中高一貫教育により、総合的な健康づくりをコーディ
　 ネートでき、福祉・健康分野で活躍できる人づくりを推進する。
○国際人育成プランとして、対象校生徒の海外留学、フランスの姉妹校との交流、
　 外国語指導助手による語学指導や富岡高校の英語教員が連携４中学校で授
　 業を行うなど、世界の共通語である英語を身に付け、世界に発信できる人づく
　 りを推進する。
○地域連携型人材育成事業として、富岡高校国際スポーツコース（バドミントン・
　 ゴルフ）にスポーツ専任コーチを配置するなど、サッカー・バドミントン・ゴルフの
　 ３競技について、高度な指導を受けることで、世界に通用する選手の育成を目
　 指す。
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【今後の取組みの方向性】

今後の取組み
の方向性

○地元住民をはじめ広く県民に対して、本構想の趣旨の周知を図る。
○富岡高校と連携４中学校による中高一貫教育において、ＪＦＡアカデミー福島等
　 関係機関との連携強化を一層進める。
○本構想における各種活動を支える環境の整備を図る。
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（地－様式２）

相双地域 №5

施策の展開方向

重点施策

【現状分析】

施策や地域を
取り巻く情勢

地域別重点施策調書

電源立地地域の特性や物流基盤の整備効果を生かした産業の集積

高度な技術を生かした輸送用機械、半導体関連産業や、今後発展が見込まれる太
陽光発電など環境・エネルギー産業等について、電源立地地域における優遇制度
（電気料金の軽減等）や物流基盤の整備効果を生かした新規立地の拡大、立地企
業の振興などにより集積を促進し、地域経済の活性化や雇用の拡大を図ります。
また、積極的なポートセールスにより相馬港の物流拠点としての機能を強化し、宮
城・山形両県南部を含む広域経済圏の確立を図ります。

○戦略的企業誘致補助金（H.22：がんばる企業・立地促進補助金）により、戦略的
　 な産業集積を行うため、特定業種の企業が立地する際の初期投資の一部に対
　 して補助を行った。
○輸送用機械関連産業集積促進事業（H 22：次世代輸送用機械関連企業育成支

○企業の立地に向け、電源立地地域における優遇制度（電気料金の軽減等）が
　 整備されている。
○国による重点港湾の選定において、相馬港が選定されなかった。
○相馬港の利用促進に向け、相馬港利用促進協議会により、相双及び近隣地域
　 の企業に対するポートセールスが実施されている。
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主な取組み
実績・成果

今年度の
主な取組み

【課題整理】

施策を推進する
上での課題

○輸送用機械関連産業集積促進事業（H.22：次世代輸送用機械関連企業育成支
　 援事業））により、県内企業の取引拡大を図るため、メーカー等との直接展示会
　 を実施した。【第１回開催：出展企業数４０社】
○ポートセールスに関する取組みとして、Ｈ２１年４月に相馬港内航フィーダー定
　 期航路が開設されたことに伴い、さらなる利用拡大を目指し、対象企業の目標
　 １００社を上回る２４１社へのセールスを実施するとともに、県北や宮城・山形両
　 県南部を含めた３７２社に対し、相馬港に係るアンケート調査を実施した。
　 相馬港利用に関する勉強会を４回実施したほか、相馬港シンポジウム（9/29企
　 業関係者300人）、相馬港ミニセミナー（12/3・伊達市立地企業11社）を開催し、
　 相馬港のＰＲに努めた。

○がんばる企業・立地促進補助金により、環境・新エネルギー産業や農商工連携
　 関連産業などの特定業種の企業を対象として、立地する際の初期投資の一部
　 を支援する。
○次世代輸送用機械関連企業育成支援事業により、次世代電気自動車の開発プ
　 ロジェクトに参画する県内企業に対して、共同研究開発参入経費の一部を補助
　 する。
○昨年開設された相馬港内航フィーダーコンテナ定期航路のさらなる利用拡大及
　 び新たな港湾利用者の開拓並びに取扱貨物量の増大を目指し、相双地域、県
　 北地域、宮城・山形県南部を中心に企業１００社を目標にポートセールスを実施
　 する。
　 相馬港の利用促進を図るため、国・県・市町・港湾関連業者等とのプロジェクト会
　 議を開催し、情報共有を図るとともに、今後の利用促進のための方策を検討す
　 る。

○県内企業への各種補助制度の周知が課題となっており、効果的な活用が図ら
　 れていない。
○相馬港の利用拡大を図るため、ポートセールスの効果的な実施が課題となっ
　 ている。
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【今後の取組みの方向性】

今後の取組み
の方向性

○電源立地地域における優遇制度（電気料金の軽減等）や物流基盤の整備効果
　 を生かした新規立地の拡大を図る。
○立地企業への訪問調査による要望の聞き取り等を実施し、各種補助制度等の
　 支援により、立地企業の振興を図り、地域経済の活性化や雇用の拡大を図る。
○相馬港の重要性を高めるためにも、貨物量の更なる増加を目指し、3号ふ頭の
　 利用を広く発信していく。特に阿武隈東道路、常磐自動車道の開通を見据え、
　 県北地域や宮城県南部の企業への発信を強めていく。
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（地－様式２）

相双地域 №6

施策の展開方向

重点施策

【現状分析】

施策や地域を
取り巻く情勢

主な取組み
実績・成果

今年度の
主な取組み

【課題整理】

施策を推進する
上での課題

○相双技塾の効果的な実施に向け、企業からの率直な声をカリキュラムに反映
　 させるなど、地域のニーズを踏まえた講座の構築が課題となっている。
○テクノアカデミー浜において、少子化に伴う高校生人口の減少により、学生の
　 確保に向けた積極的な募集活動が課題となっている。
○地域の産業人材の育成のため、高卒２年課程の充実だけでなく、企業在職者
　 のスキルアップを図るための短期間の講座の充実が課題である。

地域別重点施策調書

電源立地地域の特性や物流基盤の整備効果を生かした産業の集積

テクノアカデミー浜における地域産業のニーズに対応できる人材育成、技術の維
持・発展や、専門高校の活性化、在職者教育の充実などについて産学官連携によ
り推進し、産業集積の前提である産業人材の育成・確保を図ります。

○国際競争や急速な技術進歩により、ものづくりの現場において高度な人材育成
　 （新技術への対応能力、問題解決能力等）が求められている。
○平成２２年４月より浜高等技術専門校の一部を短期大学校化し、テクノアカデミ
　 ー浜が開校した。また、同校内に、ハイテクプラザ等試験研究機関と迅速、円
　 滑に連携できるよう相双地域における技術等相談窓口となる「相双テクニカル
　 プラザ」を設置し、コーディネーター役として 「テクニカルアドバイザー」を配置し
　 た。

○産業人材育成プログラム『相双技塾』により、地域産業の人材育成に対する支援
　 策として、平成19年度から『相双技塾』を開講し、産学官連携による産業人材育
　 成プログラムを構築した。
　 【平成２１年度の実施状況：講座数 35講座、受講者数 延1,105人(実人員225人)
　  企業数 54社】 （相双地域雇用創造推進事業として実施。）
○テクノアカデミー浜の普通課程訓練事業により、訓練科の再編整備を行い、アパ
　 レルシステム科を廃止し、立地企業や業界団体からの要望が強かった機械技術
　 科を新設した。
　 【機械技術科定員１５名、平成２２年度入学生１６名】
○テクノアカデミー浜の専門課程訓練事業により、立地企業の技術力向上、産業
　 人材の育成・確保を図るため、「電子制御科」（能力開発校普通課程）を「計測制
　 御工学科」（能力開発短期大学校専門課程）に高度化した。
　 【計測制御工学科定員２０名、平成２２年度入学生２０名】
○産業人材育成プログラム『相双技塾』により、これまでの、アンケート調査や企
　 業訪問によるニーズ調査の結果を踏まえ、「しくみ」に重点を置いた原理・原則の
　 理解を目的とする座学・実習・工場見学等を、県内外の大学、高専、テクノアカデ
　 ミー、ハイテクプラザや民間企業等と連携の上実施することにより、相双地域の
　 強み産業である「加工組立型産業」を中心とした産業人材の育成を支援する。
○テクノアカデミー浜の普通課程訓練事業により、訓練内容をより実践的なもの
　 とするため、企業、大学等からの講師の招聘などにより、企業が求める人材の育
　 成を図るとともに、来年度の入学定員を確保するため、積極的な高等学校訪問
　 によるＰＲ及びオープンキャンパスを開催する。
　 【平成２２年度　機械技術課、自動車整備科及び建築科とも定員を充足】
○テクノアカデミー浜の専門課程訓練事業により、急激な技術革新に対応でき
 　る高度な知識・技能を備えた産業人材の育成を図るため、高校卒業者等を対象
　 に２年間の高度職業訓練を実施する。
　 【平成２２年度　計測制御工学科の定員を充足】
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【今後の取組みの方向性】

今後の取組み
の方向性

○相双技塾におけるアンケート調査の実施や、企業訪問等によりニーズ調査を
　 行い、福島大学等の専門家と協議しながら講座を構築していく。
○卒業生の就職率１００％を目標に、企業が求める人材育成とテクノアカデミー
　 浜の魅力向上に努める。
○テクノアカデミー浜が実施するテクノセミナー等の在職者向けの訓練を充実さ
　 せ、産業人材の育成・確保を図る。
　 （例）企業からの要望によりオーダーメイド的な講座を開設するなど。
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（地－様式２）

相双地域 №7

施策の展開方向

重点施策

【現状分析】

施策や地域を
取り巻く情勢

地域別重点施策調書

地域特性を生かした農林水産業などの振興と地域活性化

冬季温暖で多日照などの立地条件を生かし、野菜や花きなどの産地化を図るとと
もに、有機栽培、特別栽培などの環境と共生する農業への転換を進めます。また、
水産試験場や水産種苗研究所の調査・研究などを基に、資源管理型漁業やつくり
育てる漁業を展開することにより水産資源の持続的利用を進め、水産業の振興を
図ります。

○産地生産力強化総合支援事業により、産地づくりに必要な施設整備など支援し、
　 大豆、飼料作物、園芸作物等の振興を図った。
○資源管理型漁業を促進する事業により、マガレイ等水産資源の効率的な利用
　 を促進するため、資源の発生状況や海況等の調査を行い、動向を予測すると

ともに 資源状態や資源管理効果を調査 解析し 有効な情報を漁業者協議

○相双地方における、農業産出額を見ると米が最も多く、冬季温暖な気象条件を
　 生かした野菜生産や阿武隈高地での肉用牛生産が行われている。
○産地等の偽装表示など、食を取り巻く問題が相次ぎ、消費者の食への安全・安
　 心への関心の高まりがみられる。
○資源管理型漁業、つくり育てる漁業が推進されている中、ヒラメ、カレイ類などの
　 資源管理や人工種苗の放流が実践されている。
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主な取組み
実績・成果

今年度の
主な取組み

【課題整理】

施策を推進する
上での課題

　 ともに、資源状態や資源管理効果を調査・解析し、有効な情報を漁業者協議
　 会等に提供することで、漁業者の自主的な資源管理、資源の有効利用方策の
　 検討を行った。
○栽培漁業を促進する事業により、栽培漁業を効率的に推進するため、放流用
　 人工種苗（ヒラメ、アワビ、ウニ、アユ）を生産し、安定的に供給するとともに、
　 放流後の資源動向、漁獲状況を把握し、事業評価や必要な改善提言を行った。
　 また、新規の栽培漁業対象種を検討するため、ホシガレイの種苗生産技術開
　 発と放流試験を行った。

○産地生産力強化総合支援事業により、ニラやトルコギキョウ等の園芸品目生産
　 に必要な施設・機械の導入や大豆の生産・加工を行う機械の整備を支援する。
○資源管理型漁業を促進する事業により、効率的な資源利用の促進に向け、各
　 種調査・解析結果等の有効な情報を漁業者協議会等に提供する。
　 【関連事業：水産資源・海洋調査事業、資源管理型漁業高度化推進事業、資源
　　評価調査事業】
○栽培漁業を促進する事業により、栽培漁業を効率的に推進するため、放流用人
　 工種苗（ヒラメ、アワビ、ウニ、アユ）を生産し、安定的に供給するとともに、放流
　 後の資源動向、漁獲状況を把握し、事業評価や必要な改善提言を行う。
　 【関連事業：栽培漁業事業化総合推進事業、アワビ・ウニ・アユ栽培漁業振興
　　対策事業】
○新規の栽培漁業を検討するため、ホシガレイの種苗生産技術開発と放流試験
　 を行う。
　 【関連事業：ホシガレイ放流技術開発調査事業】

○農業の担い手の減少と高齢化の進行、米の消費の減少や農産物価格の低迷
　 により、農業の衰退が危惧されており、農家の経営安定等の支援が課題となっ
　 ている。
○資源管理体制の充実と管理手法の向上が必要となっている。
○種苗生産技術の更なる向上が必要となっている。
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【今後の取組みの方向性】

今後の取組み
の方向性

○農家の経営安定を図るため、消費者・実需者のニーズに対応した産地づくりや
　 生産体制の強化、加工・流通・販売を取り込んだ付加価値のある商品開発を
 　支援する。
○効率的な資源利用を促進するため、全県的な漁業者協議会の取組みを支援す
るととも
　 に、資源管理内容の検証、新たな対象種の検討を進める。
○魚介類を積極的に増やしながら計画的に漁獲するため、種苗生産を行う団体
　 の技術向上や運営の強化を図る。

1414



（地－様式２）

相双地域 №8

施策の展開方向

重点施策

【現状分析】

施策や地域を
取り巻く情勢

地域別重点施策調書

地域特性を生かした農林水産業などの振興と地域活性化

農林水産業と商工業との密接な連携により、生産と加工、販売、流通手法などを効
果的に組み合わせ、地元農林水産物を活用した魅力ある産品づくりや販路の拡大
を進めるなど、相乗効果による地域産業の発展を図ります。

○福島県ではふくしま・地域産業６次化戦略を策定するなど、農商工連携等による
　 地域活性化を積極的に進めている。
○Ｂ級グルメなど身近な食をテーマにした地域おこしが盛んになっている。
○世界的に食料需給がひっ迫する中、食の安全性を脅かす問題の頻発等から、
　 安全・安心な食に対するニーズが高まっている。
○世界的な金融・経済危機の影響により、雇用情勢等が悪化する中、雇用の受け
　 皿となる新たな産業創出が求められている。
○地球温暖化や農商工等連携促進法の施行等、自然・社会環境の変化に対し、
　 従来の枠組みを超えた新たな対応が見られる。
○現在の食料及び社会環境をめぐる情勢を踏まえ、本県農林水産業・商工業が
　 有する特徴を生かした新たな取組みの重要性が高まっている。

○地域づくり総合支援事業（浪江観光産業革命 -やきそば編-）により Ｂ級グル

15

主な取組み
実績・成果

今年度の
主な取組み

【課題整理】

施策を推進する
上での課題

○人材育成・確保と経営体質の強化が課題となっている。
○地域農林水産物を活用した魅力ある産品づくりに向けた、高付加価値化等の
　 取り組みが課題となっている。
○地域産業の6次化に向けた地域ネットワーク力の強化と地域の絆づくりが課
　 題となっている。

○地域づくり総合支援事業（浪江観光産業革命 -やきそば編-）により、Ｂ級グル
　 メを活用した地域産業の振興発展を図るため、「なみえ焼そば」を地域内外の
　 イベントを始め、テレビ等のメディアを通じ、積極的なＰＲを行った。
　 また、平成２１年度にはＢ－１グランプリのエキシビジョンに参加し、今年度、
　 県内では初となるＢ－１グランプリ本戦への参加が決定している。
　 【１周年式典での提供数 １，０００食、新聞、雑誌等メディア紹介回数 １５回】

○地域づくり総合支援事業（浪江観光産業革命 -やきそば編-）により、地元食材
　 を活用した新やきそばの開発やB-1グランプリ厚木大会への出場、東北焼きそ
　 ばサミットｉｎなみえの開催を通して、県内外に浪江の焼きそばと福島県の観光
　 をPRする。
○ふくしま・地域産業６次化推進事業により、地域の活性化を図るため、地域産
　 業６次化に関心と意欲のある個人・法人・団体等をメンバーとするネットワーク
　 を構築し、研修会や情報交換を実施するほか、ふくしまの「食」を幅広く発信
　 する。また、「福島県県産品加工支援センター」による、食品加工に関する商品
　 開発・技術支援等を実施する。
○ふくしまの美味しい魚発掘・活用事業により、ふくしまの水産物のイメージを高
　 めるため、「浜の逸品」を選定し、生産から流通・消費までの関係者と連携し、
　 効果的なPRを行う。また、水産物の消費拡大や産業への理解を促進するた
　 め、試験場参観デーや参画を要請されるイベント、講座等において、水産物の
　 生産や水揚げ状況、漁法、生態的特徴、食べ方など、生産から流通、加工、
　 調理まで、幅広い情報を提供する。
　 【関連事業等、高度利用技術開発試験】
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【今後の取組みの方向性】

今後の取組み
の方向性

○地域産業の６次化を目指す農林漁業者や農業参入企業など新たな担い手を
　 育成・確保するとともに、キーパーソンとなる人材等を養成する。
○農林漁業者自らが加工・販売等に取り組み、付加価値拡大による所得向上と地
　 域の活性化を目指す取組みを支援する。
○農林漁業者と商工業者がお互いの強みを生かしながら連携し、「福島県産品加
　 工支援センター」による支援等により、売れる商品開発や新たなビジネスの創出
　 を図る取組みを支援する。
○産業間交流や情報交換の場となる組織づくりや消費者とも連携した地域の農林
　 水産業を支える取組みなどを通して新しい産業を創出していく。
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（地－様式２）

相双地域 №9

施策の展開方向

重点施策

【現状分析】

施策や地域を
取り巻く情勢

主な取組み
実績・成果

今年度の
主な取組み

地域別重点施策調書

地域特性を生かした農林水産業などの振興と地域活性化

阿武隈の山並みを始めとする豊かな自然や伝統文化などの地域資源の継承、地
域コミュニティの再生・活性化などにより、過疎・中山間地域の振興を図ります。ま
た、松川浦や太平洋に注ぐ河川の水質保全、水産資源の保護を図るため、植林な
ど森林ボランティアが行う自然環境保全活動等の地域づくりを支援します。

○沿道景観と調和した美しい道づくり、安定した地域住民の生活や経済活動を支
　 える道づくりが進められている。
○木材価格の低迷による林業経営意欲の減退、高齢化、後継者不足などにより林
　 業生産活動が停滞し、間伐等森林整備が遅れ森林の荒廃が懸念されている。
○過疎中山間地における少子高齢化の進行により、伝統文化等地域資源の継承
　 や地域コミュニティの再生・活性化のための人材が不足している。

○間伐材搬出支援事業（林内作業路整備事業）により、森林整備の際に生じた間
　 伐材を、山元土場まで搬出するために必要な林内作業路を開設する経費を支
　 援し、未利用資源の活用を促して資源循環の流れを回復させることにより持続
　 的な森林整備の促進を図った。
　 （実績）
　 間伐材搬出のための作業路整備への補助を行うことで、持続的な森林整備の
　 促進が図られた。
　 【作業路整備延長　１，８００ｍ、補助金　９００千円】
○元気ふくしま、地域づくり・交流促進事業（あぶくまロマンチック街道地区）等によ
　 り、「あぶくま」らしい風景の保全交流人口の拡大や着地型観光の推進を図るた
　 め、地域住民を主体とした「あぶくま」らしい風景を保全する仕組みづくり」を進め
　 るとともに、地域間交流や生活を支える道路としての機能を高めるため、円滑な
　 交通の支障となっている危険箇所等の解消を図った。
　 【H21実施：風景街道づくり計画策定　一式】
○地域づくり総合支援事業（はやま湖周辺交流促進事業）により、はやま湖周辺
　 地域の魅力をＰＲするため、公式ホームページを開設するとともに、新緑ウォー
　 クなどの体験型イベント及び通年型イベントの実施により、はやま湖周辺地域
　 の活性化、交流人口の拡大を図った。
　 【ウォーキングイベント参加者数　２８０名、協力スタッフ数　１５６名】
　 当事業外で「はやま湖まつり」、「はやま湖探険ウォーク」、「はやま湖宿泊体験」
　 等のイベントを実施した。

○間伐材搬出支援事業（林内作業路整備事業）により、森林整備の際に生じた
　 間伐材を、山元土場まで搬出するために必要な林内作業路を開設する経費
　 を支援し、未利用資源の活用を促し、資源循環の流れを回復させることにより
　 持続的な森林整備の促進を図る。
　 （計画）
　 間伐材搬出のための作業路整備へ補助（支援）し、森林整備の促進を図る。
　 【作業路整備延長　１，９００ｍ、補助金　９５０千円】
○元気ふくしま、地域づくり・交流促進事業外（あぶくまロマンチック街道地区）に
　 より、「あぶくま」らしい風景の保全に向け地域懇談会を開催し、風景街道づくり
　 計画を策定するとともに、危険箇所の解消のため、交通支障区間の改善工事
　 を２箇所行う。
○地域づくり総合支援事業（はやま湖周辺交流促進事業）により、周辺地域の活
　 性化、交流人口の拡大を目的として、ホームページによる情報発信及び新緑
　 ウォークなどの体験型イベントを実施する。
　 なお、今年度は、ウォーキングイベント（春、秋）、「はやま湖まつり」、「はやま湖
　 探険ウォーク」、「はやま湖宿泊体験」等のイベントのほか、ダム祭り前夜祭の
　 「花火大会」を実施する。
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【課題整理】

施策を推進する
上での課題

【今後の取組みの方向性】

今後の取組み
の方向性

○低コストで壊れにくい作業路を開設する技術の習得や森林整備など林業の担
　 い手の確保・育成が課題となっている。
○森林・林業を再生し森林整備を進め健全な森林を育成していく必要があるが、
　 森林の多面的機能を持続的に発揮させるため森林整備を推進し、木材の効率
　 的な循環利用に対応するため、林道や作業路などの林内路網の整備が課題と
　 なっている。
○地域住民の活動によって、過疎・中山間地域の振興が図られているが、伝統芸
　 能の継承等について、少子高齢化による人材不足が深刻な問題となっている。

○森林整備及び未利用木材の利用を推進するため、林内路網と高性能林業機械
　 を組み合わせた作業システムを構築し、低コスト化を図っていく。
○地域づくりにつながる施策を計画的に進めることができるよう部局連携のもと具
　 体的なアクションプログラムを策定する。
○振興局及び農林事務所等部局間の連携を密にし、過疎・中山間地域の振興に
　 向けた実効性のある計画を立案する。
○地域づくり総合支援事業（サポート事業）の「過疎・中山間地域集落等活性化枠」
　 等の助成制度等の活用による、過疎・中山間地域の支援を図る。
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（地－様式２）

相双地域 №10

施策の展開方向

重点施策

【現状分析】

施策や地域を
取り巻く情勢

主な取組み
実績・成果

今年度の
主な取組み

【課題整理】

施策を推進する
上での課題

地域別重点施策調書

安全で安心なくらしや交流を支える基盤の整備・充実

安全で安心できる医療が受けられるよう、医療機関の連携を始めとする地域医療
提供体制の充実・強化を図るとともに、生涯を通じた健康づくりや生活衛生対策を
推進します。　また、子どもから高齢者まで誰もが安心して健やかに暮らせるため
に、子育て支援や高齢者、障がい者福祉の充実を図ります。

○地域保健・職域保健連携事業により、関係機関の連携体制を構築するとともに
　 職場の健康づくり推進者(サポーター)の養成、事業所における健康づくりトップ
　 セミナーなどを通じ、事業所の主体的な健康づくり活動を支援した。
○未来（ゆめ）づくり食育事業により、食習慣の基礎づくりにあたる次代を担う幼
　 児、児童生徒の望ましい食環境を整備するため、幼稚園・保育所の未来(ゆめ)
　 づくり食育計画作成支援を行うとともに、地産地消、バランス良い食事の摂り方
　 等について普及啓発を行った。

○傷病者搬送受入体制整備事業により、地域の救急医療の一層の充実と関係機
　 関の連携を図りながら、相馬･双葉地区の病院群輪番制の円滑な運営や在り方
　 等に対する助言等を行うとともに、地域傷病者の搬送及び受入れの実施基準を
　 策定する。
○地域保健・職域保健連携事業により、相双地区地域保健・職域保健連携協議会
　 を基盤に、地域の健康課題・健康情報の共有化を図り、保健事業の共同実施を
　 通して生涯にわたる継続的な保健ｻｰﾋﾞｽの提供体制を整備する。
○未来（ゆめ）づくり食育事業により、各部局が連携しながら、幼児・児童の望まし
　 い食環境の整備を図るため、体験学習や普及講習会による普及啓発を行う。

○救急医療体制の充実・強化のための医療機関、消防機関及び行政相互の連携
　 強化が課題である。
○特定健診・保健指導の導入による新たな検診制度の周知不足や検診実施体制
　 整備の遅れ等の影響を受け、生活習慣病の早期発見に結び付く、各種がん検
　 診、特定健康検査の受診率や特定保健指導の利用率が伸び悩んでいる。
○企業等各事業所内で健康づくりを積極的に推進するキーパーソンの育成が課
　 題となっている。
○ライフスタイルや健康に対する価値観の多様化（日常活動・運動不足、朝食欠
　 食・不規則な食生活、夜型生活等）に伴う生活習慣病の増加や発症の若年化
　 が課題となっている。

○相双地域、特に双葉地方における救急医療提供体制が十分に整えられていな
　 い。
○特定健診・特定保健指導等の生活習慣病予防対策が導入された。
○朝食の欠食に代表される食習慣の乱れや食生活の変化が見られる。
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【今後の取組みの方向性】

今後の取組み
の方向性

○住民が、安全で安心できる医療が受けられるよう、地域における医療機関相互
　 の連携と役割分担を進めるほか、保健・医療・福祉機関等の連携強化を図り、
　 安全で質の高い効率的な医療供給体制の整備を図る。
○医師会、検診機関、市町村、医療保険者等との連携により、新たな健診（検診）
　 制度に関する周知を徹底するとともに、健診（検診）体制を整備することで受診率
　 向上を図る。また、管内市町村等の健診（検診）受診状況や検査結果等に関す
　 る情報収集及び分析を行い効果的な生活習慣病対策への活用を図る。
○生活習慣病予防においては、特に働き盛り世代が健康に関心を持ち、主体的に
　 健康づくりに取り組むことが重要なことから、「相双地区地域保健・職域保健連携
　 事業」により、効果的・効率的な保健事業を展開することで生涯にわたる健康づく
　 りを推進する。
○充実した食育の実践、幼児、児童生徒の望ましい食環境の整備に向けた、体験
　 学習や普及講習会等、普及活動を実施する。
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（地－様式２）

相双地域 №11

施策の展開方向

重点施策

【現状分析】

施策や地域を
取り巻く情勢

主な取組み
実績・成果

今年度の
主な取組み

【課題整理】

施策を推進する
上での課題

○高潮対策事業においては、気象等の影響により工程に遅れが生じる可能性があ
　 ることから、十分な工程の調整が必要となる。
○通報連絡体制、環境放射線モニタリング体制及び対策拠点施設の維持が求めら
　 れている。

地域別重点施策調書

安全で安心なくらしや交流を支える基盤の整備・充実

原子力防災対策の充実・強化への取組みや事業者と締結している安全確保協定
の厳正な運用を行うとともに、環境放射線常時監視結果の迅速な提供に努めま
す。また、地域防災や県土保全の観点から、高潮・波浪、浸食などの被害から海岸
を保護し、快適で潤いのある海岸環境の保全と創出を図るため、人工リーフや消波
堤などの海岸保全施設の整備を進めます。

○新潟県中越沖地震に伴う原子力発電所の被災などにより、県民の原子力災害
　 対策への関心が高まっている。
○高潮等による災害を防ぐための海岸保全施設が不十分な地区がある。

○高潮対策事業として、高潮等による越波から人家や耕作地を保全するため、海
　 岸堤防の嵩上げ及び突堤や離岸堤・人工リーフの整備を実施した。
　 なお、海岸の利活用の観点から、堤防の一部を緩傾斜堤としている。
　（木崎海岸）
　 【H21実績　人工リーフ工　Ｌ＝７９ｍ、人工リーフブロック製作工　Ｎ＝４８５個】
　（請戸海岸）
 　【H21実績　離岸堤工　Ｌ＝１２０ｍ、突堤工　Ｎ＝２基】
　（毛萱仏浜海岸）
　 【H21実績　人工リーフ工　Ｌ＝３４ｍ、人工リーフブロック製作工　Ｎ＝９８１個】
○原子力防災対策事業として、国民保護共同・原子力防災訓練(平成21年12月22
　 日開催)に関係機関が参加した。
○個別訓練であるオフサイトセンター活動訓練(10月22～23日)、緊急時環境放射
　 線モニタリング訓練(11月18～19日)に関係機関の職員が参加した。また、原子
　 力センターがオフサイトセンター等の維持管理を行うとともに原子力防災講習会
　 (平成22年2月1日開催)へ講師を派遣した。
○漁港海岸保全施設整備事業により、大戸浜地区海岸に人工リーフを整備し、背
　 後地に存在する公共施設や人家を、波浪等による侵食や台風等による越波・浸
　 水被害から防護した。

○高潮対策事業として、引き続き、高潮等による越波から人家や耕作地を保全す
　 るため、海岸堤防の嵩上げ及び突堤や離岸堤・人工リーフの整備を実施する。
　（木崎海岸）
　 【人工リーフ工　Ｌ＝６６ｍ、人工リーフブロック製作工　N＝２２２個】
　（請戸海岸）
　 【離岸堤ブロック製作工　Ｎ＝２２個】
　（毛萱仏浜海岸）
　 【人工リーフ工　Ｌ＝２０ｍ】
○原子力防災対策により、原子力防災訓練への関係機関の職員の参加、個別訓
　 練であるオフサイトセンター活動訓練及び緊急時環境放射線モニタリング訓練に
　 関係職員が参加する。また、オフサイトセンター等の維持管理に取り組む。
○漁港海岸保全施設整備事業により、堤防背後地に存在する公共施設や人家を、
　 波浪等による侵食や台風等による越波・浸水被害から防護する。

21



【今後の取組みの方向性】

今後の取組み
の方向性

○海岸保全施設の整備において、工程管理及び予算管理を着実に実行し、人工
　 リーフ整備等事業の完了と確実な予算執行を図る。
○原子力防災訓練等へ参画し、関係機関との連携・防災対策の確立、職員の防
　 災技術の向上、さらにオフサイトセンター等の維持管理に努める。
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（地－様式２）

相双地域 №12

施策の展開方向

重点施策

【現状分析】

施策や地域を
取り巻く情勢

主な取組み
実績・成果

今年度の
主な取組み

【課題整理】

施策を推進する
上での課題

○国道２８８号のように、工程に余裕が無い箇所については、計画どおり整備を進
　 められるかどうか懸念がある。
○相馬港が重点港湾とならなかったことにより、今後、直轄新規事業の着手が困
　 難となる。
○相馬港３号ふ頭の供用開始に向け、引き続き相馬港の利用増加を図る必要が
　 ある。

地域別重点施策調書

安全で安心なくらしや交流を支える基盤の整備・充実

常磐自動車道や東北中央自動車道、阿武隈東道路などの高速交通体系、国道
114号、国道288号、県道広野小高線（浜街道）などの幹線道路、阿武隈山間地域
における生活道路や、取扱貨物の増大等に対応した相馬港の港湾施設など、社会
基盤の整備を進めます。

○国道２８８号において、野上地区のように、道幅が狭く車両のすれ違いが困難な
　 箇所がある。
○国による重点港湾の選定において、相馬港が選定されなかった。
○全国的に船舶の大型化及び貨物量の増加が進んでいる。
○相馬港は、管内における災害時の緊急物資の物流拠点としての役割を担って
　 いる。

○地域自立活性化交付金事業（国道２８８号）により、相双地域と郡山地域を結ぶ
　 幹線道路である国道288号の安全で安心なくらしや交流を支える基盤の整備を
　 図るため、現道幅員が狭く、車両のすれ違いが困難な状況である野上地内にお
　 いて、バイパスを整備し、危険箇所の解消を図った。
　 【H21実績：玉ノ湯温泉トンネル掘削完了、姥神橋A2橋台完了】
○相馬港３号ふ頭整備事業により、相馬港３号ふ頭において、埋立造成工を実施
　 した。

○地域自立活性化交付金事業（国道２８８号）により、姥神橋A1橋台及び橋梁上部
　 工の工事を実施し、完成・供用を図る。
○相馬港３号ふ頭整備事業により、相馬港３号ふ頭の埋立造成工を実施する。
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【今後の取組みの方向性】

今後の取組み
の方向性

○工程に余裕が無い箇所については、工程管理及び予算管理を着実に実行し、年
　 度内の確実な執行を図る。
○相馬港が計画どおりの整備を進められるよう、国に対して要望をしていく。
○相馬港の重要性を高めるためにも荷物量の更なる増加を目指し、３号ふ頭の利
　 用を広く発信していく。特に阿武隈東道路等の開通を見据えて、県北地域の企業
　 への発信を強めていく。
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（地－様式１） 平成２２年５月１日現在

② № 1

⑤
№

⑥事業名 ⑦担当機関
⑧事業費
（千円）

2
電源立地促進事
業（広野小高線）

相双建設事務
所

1,440,000

3
相双地域資源活
性化事業

原子力等立地
地域振興事務
所
（財)福島県電
源地域振興財
団

502,546

4

（新）「チャレンジ相
双！ゆったりが
どっさりプロジェク
ト」～常磐自動車
道相馬延伸記念プ
レイベント事業

相双地方振興
局

4,180

相双地方振興
局

3,120

相双地方振興
局

500

観光道路として地域連携軸、沿道利用を図り、一体的な観光エリア
として地域活性化の支援に努めながら、沿岸部の観光・レクリエー
ション施設の連携強化による交流人口の拡大をめざす。
また、幹線道路であることから、安全で安心なくらしや交流を支える
基盤の充実させるため、現道幅員が狭小で交通混雑が見られる箇
所のバイパスを整備し、危険箇所の解消及び交通渋滞の緩和を図
る。
改良工L=2,900.0m、舗装工L=200.0m、橋梁下部工12基・上部工
L=42.6m、測量設計１式、用地補償１式

電源地域である相双地域の振興のため、市町村が行う地域間の多
様な交流を促進し、地域産業の振興を図るための施設等の整備を
支援する。

　常磐自動車道の延伸を見据え、地方振興局をはじめとする出先
機関、さらには市町村等関係団体が一体となってプレイベントを開
催すること等により、常磐自動車道の延伸を活用した広域的な観光
物産振興を推進し、地域活性化を図る。

5
地域づくり総合支
援事業（サポート
事業）

「現代の騎馬武者プロジェクト」
　平成26年度に予定されている常磐自動車道全線開通に向け、
オートバイのライダーと地域住民の交流型イベントや相双地域の魅
力を満喫するオリエンテーリングを開催することにより、相馬野馬追
の文化を生かした通年型の誘客を目指す。

「Ｇｒｅｅｎ　Woｒｌｄ計画」（新）
　常磐自動車道全線開通に向け、親子が自然の中でふれあう場と
なる"Green World"づくり目指し、野鳥観察会等のイベントを開催す
るとともに、鹿狼山や釣師浜海水浴場、釣り公園等の観光情報を発
信し、周遊型の観光を可能とする。

⑨事業の概要

1
相双地域観光物
産振興広域連携プ
ロジェクト

相双地方振興
局

19,065
常磐自動車道の延伸を見据え、交流人口の拡大による広域的な地
域活性化に向けて、総合的な情報発信や市場開拓、戦略的な観光
物産プロモーション等に取り組む。

④ 重 点 施 策
　相馬野馬追などの伝統文化や、電源立地地域対策交付金により整備された交流施設など電源
地域の資源を生かした首都圏を始めとした都市との交流、浜通り地方の連携による広域観光ルー
トの形成などにより、周遊・滞在型観光を推進します。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

① 地 域 名 相双地域

③施策の展開 方向 多彩な地域資源の連携による広域交流圏の形成と人づくり



（地－様式１）

② № 2

⑤
№

⑥事業名 ⑦担当機関
⑧事業費
（千円）

相双地方振興
局

360

相双地方振興
局

1,113

2
電源地域振興・
「スポーツの里」
づくり事業

原子力等立地
地域振興事務
所

（財)福島県電
源地域振興財
団

10,366

3
電源地域振興・
広報交流事業

原子力等立地
地域振興事務
所

（財)福島県電
源地域振興財
団

13,727

4
福島空港を活用
した青少年交流
推進事業（新）

相双地方振興
局

(12,365)

サッカーの女子12歳以下の全国大会（なでしこカップ）を開催し、サッ
カーを通した交流を図る。

　スポーツの競技力向上や交流人口の拡大、福島空港の利活用を
図るため、福島空港を利用してＪヴィレッジで合宿を行う団体等に対
して支援を行う。
　また、海外からの教育旅行を受け入れた学校が、相互交流のため
に返礼を行う際に支援を行う。

⑨事業の概要

1
地域づくり総合
支援事業（サ
ポート事業）

「ソフトテニスによる地域活性化事業」
　ソフトテニスに関する交流イベントと一流プレイヤーを招いての大
会を開催し、相双地域におけるソフトテニスの普及と技術力向上を
図ることにより、地域のスポーツ振興に寄与する。

「南相馬市北泉海岸を活用したビーチ・コミュニティ・エリアづくり事
業」（新）
　世界プロサーフィン大会での誘客を活用した観光イベント等を実施
することにより、相双地域の魅力をPRする。

一大電源地域である双葉地域において、当地域が有する各町村の
公共施設やＪヴィレッジ施設の有効活用、民間の宿泊施設との連
携、その他の地域資源（観光・レクリエーション、物産各種イベント
等）の活用などを総合的にコーディネートする体制を整備することに
より当地域を「スポーツの里」として対外的にＰＲし、スポーツ合宿誘
致を手始めに、スポーツを切り口とした地域の振興及び交流人口の
拡大を図る。

④ 重 点 施 策
　Ｊヴィレッジなどスポーツ施設の有機的な連携により、施設の集積を生かしたスポーツ交流拠点
地域の形成を促進し、交流人口の拡大を図ります。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

① 地 域 名 相双地域

③施策の展開方向 多彩な地域資源の連携による広域交流圏の形成と人づくり



（地－様式１）

② № 3

⑤
№

⑥事業名 ⑦担当機関
⑧事業費
（千円）

終

1
国道改築事業
（国道１１４号浪
江拡幅）

相双建設事務
所

300,000

相双建設事務
所

20,000

相双建設事務
所

104,000

相双建設事務
所

260,000

相双建設事務
所

105,000

⑨事業の概要

常磐自動車道の常磐富岡ＩＣ～相馬ＩＣ間の供用がＨ２３に予定され
ていることから、浪江ＩＣと国道６号を結ぶ国道114号のICアクセス向
上を図る整備をＨ２３までに完成させる。

改良舗装工、電線共同溝L=700m

2
地域活力基盤
整備創造事業

「国道１１４号室原拡幅」
常磐自動車道の常磐富岡ＩＣ～相馬ＩＣ間の供用がＨ２３に予定され
ていることから、浪江ＩＣと国道１１４号を結ぶインターアクセス道路を
Ｈ２３までに完成させる。

改良舗装工L=225m、ＩＣｱｸｾｽ区間L=265m

「原町川俣線信田沢工区」
常磐自動車道の常磐富岡ＩＣ～相馬ＩＣ間の供用がＨ２３に予定され
ていることから、原町ＩＣと原町川俣線を結ぶインターアクセス道路を
Ｈ２３までに完成させる。

本線改良舗装工 L=290m

「国道１１５号相馬南バイパス」
常磐自動車道の常磐富岡ＩＣ～相馬ＩＣ間の供用がＨ２３に予定され
ていることから、相馬ＩＣと国道１１５号を結ぶインターアクセス道路及
び現道で幅員狭小な区間のバイパスをＨ２３までに完成させる。

改良舗装工L=700m、ＩＣｱｸｾｽ区間L=250m

「国道１１３号駒ヶ嶺拡幅」
常磐自動車道の相馬ＩＣ～山元ＩＣ間の供用がＨ２６に予定されてい
ることから、新地ＩＣと国道１１３号を結ぶインターアクセス道路をＨ２
６までに完成させる。

改良舗装工L=201m、ＩＣｱｸｾｽ区間L=390m

④ 重 点 施 策
　常磐自動車道のサービスエリアの設置促進や交流施設整備への支援などに関係機関が一体と
なって取り組み、延伸の波及効果を生かした地域振興を図ります。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

① 地 域 名 相双地域

③施策の展開方向 多彩な地域資源の連携による広域交流圏の形成と人づくり



（地－様式１）

② № 4

⑤
№

⑥事業名 ⑦担当機関
⑧事業費
（千円）

終

1
双葉地区教育
構想（福祉人材
育成プラン）

学習指導課、
富岡高校、相
双教育事務所

409 -

2
双葉地区教育
構想（国際人育
成プラン）

学習指導課、
富岡高校、相
双教育事務所

14,829 -

3

双葉地区教育
構想（地域連携
型人材育成事
業）

スポーツ課、
富岡高校、相
双教育事務所

18,424 -

⑨事業の概要

（財）日本サッカー協会や国際協力機構、大学等との連携のもと、中
学、高校の教育課程における連携のあり方、スポーツ競技力向上等
の調査研究、進行管理を通し、世界で活躍できるスポーツスペシャリ
ストや、語学、福祉・健康の分野で国際的感覚を身に付け、豊かな
人間性と確かな学力を有する人材の育成を図る。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

① 地 域 名 相双地域

③施策の展開方向 多彩な地域資源の連携による広域交流圏の形成と人づくり

④ 重 点 施 策
　双葉地区教育構想に基づき、（財）日本サッカー協会などの関係機関と連携しながら、国際人と
して社会をリードする人づくりを進めます。



（地－様式１）

② № 5

⑤
№

⑥事業名 ⑦担当機関
⑧事業費
（千円）

1
（新）がんばる企
業・立地促進補
助金

企業立地課 (430,000)

2
次世代輸送用
機械関連企業
育成支援事業

産業創出課 (2,790)

3
ポートセールス
に関する取り組
み

相馬港湾建設
事務所

ゼロ
予算

4
成長産業育成
資金

相双地方振興
局

(2,500,000)

5
立地企業訪問
調査

相双地方振興
局

ゼロ
予算

6

（新）環境・新エ
ネルギー関連産
業集積・育成事
業

企業立地課 (20,920)

7
（新）ふくしま医
療機器産業ハブ
拠点形成事業

産業創出課 (3,611)

8
地方特定道路
整備事業（相馬
大内線）

相双建設事務
所

25,000

今後の成長が期待される環境・新エネルギー関連産業につい
て、ネットワークの形成から取引拡大まで体系的・戦略的な推進
体制を整備することにより、その集積と育成を図る。

国内で先進的な取組みとして高い評価を受けている医療機器産
業の集積をさらに加速させ、全国的な拠点形成を進めるため、
医療ニーズの掘り起こしによる県内企業での設計開発・生産を
促進するほか、新規参入を促すための人材育成や他県の拠点
との連携などを行う。また、医工連携支援のために県立医科大
学が設置する新組織に職員を駐在させ、連携体制の強化を図
る。

相馬中核工業団地（西地区）を中心とした企業誘致、立地企業を
支援するため、現道幅員が狭小であり交通混雑や危険な状況が
見受けられる相馬市黒木から初野地区までの区間においてバイ
パスを整備し、渋滞緩和及び危険箇所の解消を図る。

H22 用地測量、橋梁設計

⑨事業の概要

産業基盤の強化と就業機会の確保を促進するため、環境・新エ
ネルギー関連、農商工連携関連、輸送用機械関連、半導体関
連、医療・福祉機器関連産業等の製造業・研究所に対し、新設・
増設に係る設備投資の一部を補助する。

自動車産業では、環境対応自動車の生産・開発が急速に進展し
ていることから、県内輸送用機械関連企業の技術力や製品開発
力の強化により取引拡大を図る。

相双管内のみならず、県北や宮城・山形両県南部の対象企業１
００社に対して、ポートセールスを実施するとともに、相馬港を理
解してもらうためのミニセミナー開催に向けて関係機関と連携を
図る。

環境・新エネルギー関連産業や農商工連携産業等の将来性や
成長性が見込める産業育成を金融面から支援するため、新たな
融資制度を創設する。

県内に立地している企業を訪問し、企業動向や行政への要望等
の情報収集を行い、立地企業のフォローアップに努める。

④ 重 点 施 策

　高度な技術を生かした輸送用機械、半導体関連産業や、今後発展が見込まれる太陽光発電など
環境・エネルギー産業等について、電源立地地域における優遇制度（電気料金の軽減等）や物流
基盤の整備効果を生かした新規立地の拡大、立地企業の振興などにより集積を促進し、地域経済
の活性化や雇用の拡大を図ります。また、積極的なポートセールスにより相馬港の物流拠点として
の機能を強化し、宮城・山形両県南部を含む広域経済圏の確立を図ります。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

① 地 域 名 相双地域

③施策の展開方向 電源立地地域の特性や物流基盤の整備効果を生かした産業の集積



（地－様式１）

② № 6

⑤
№

⑥事業名 ⑦担当機関
⑧事業費
（千円）

1
産業人材育成プ
ログラム『相双
技塾』

相双地方振興
局、相双地域
雇用創造推進
協議会

ゼロ予算
※地域雇用
創造推進事
業委託費で
実施する

2
普通課程訓練
事業（テクノアカ
デミー）

テクノアカデ
ミー浜

(76,219)

3
（新）専門課程
訓練事業（テクノ
アカデミー）

テクノアカデ
ミー浜

(39,002)

4
戦略的地域産
業高度化事業

相双地方振興
局

　（156）

5
戦略的ものづく
り技術移転促進
事業

ハイテクプラ
ザ

(3,300)

6
知的財産「ふくし
ま宝の山」事業

ハイテクプラ
ザ

(652)

福島県内の中小企業が独自商品の開発により競争力を持ち、他社と
の連携や大手企業等と対等に取引などを進めるには、保有する技術
を知的財産化し、積極的に活用する必要があるが、優位な技術や知
的財産を有効活用していない事例が見受けられるため、これらを経営
資源として有効活用し、産業振興につなげるための支援を行う。

⑨事業の概要

　「しくみ」に重点を置いた原理・原則の理解を目的とする座学・実習・
工場見学等を、県内外の大学、高専、テクノアカデミー、ハイテクプラ
ザや民間企業等と連携の上、『相双技塾』として実施することにより、
相双地域の強み産業である「加工組立型産業」を中心とした産業人材
の育成を支援する。

テクノアカデミー浜（平成２２年４月開校、前身：浜高等技術専門校）に
おいて、地域産業の発展を支える技能者の育成を図るため、高校卒業
者等を対象に２年間の普通職業訓練を実施する。

機械技術科（定員15名）、自動車整備科（定員20名）、建築科（定員15
名）

テクノアカデミー浜（平成２２年４月開校、前身：浜高等技術専門校）に
おいて、急激な技術革新に対応できる高度な知識・技能を備えた産業
人材の育成を図るため、高校卒業者等を対象に２年間の高度職業訓
練を実施する。

計測制御工学科（定員20名）

　県内外の大学・高専、ハイテクプラザ、テクノアカデミー浜と管内企業
や経済団体・金融機関等との連携・交流を通じ、新たな事業展開に繋
がるヒントが得られるよう、「産学官連携セミナー」や「元気なものづくり
サロンｉｎ相双」を開催する。（商工労働部：戦略的地域産業高度化事
業）

県内産業界の生産活動を促進し、本県におけるものづくり基盤の強化
を図るため、企業の日々の生産活動の上で生じる、緊急に解決すべき
課題について、ハイテクプラザが研究開発、研究成果の移転、人材育
成、技術相談に一体的に取り組む。
具体的には、
①短期研究開発事業（ハイテクプラザ研究員が技術開発し、技術移転
する）
②ものづくりＯＲＴ型技術移転事業（ハイテクプラザ研究員が個別指
導）
※ＯＲＴ（オン・ザ・リサーチ・トレーニング）：研修者に研究させながら訓
練すること。
③巡回出前技術相談・移転事業（ハイテクプラザから地理的に離れた
地域で技術相談会を実施）
④（新）成果移転促進事業（ハイテクプラザが中小企業に研究員を派
遣し、現場で助言や指導を行う。平成２２年度は２件程度実施予定。）

④ 重 点 施 策
　テクノアカデミー浜における地域産業のニーズに対応できる人材育成、技術の維持・発展や、専門
高校の活性化、在職者教育の充実などについて産学官連携により推進し、産業集積の前提である
産業人材の育成・確保を図ります。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

① 地 域 名 相双地域

③施策の展開方向 電源立地地域の特性や物流基盤の整備効果を生かした産業の集積



7
ハイテクプラザ
地域連携促進
事業

ハイテクプラ
ザ

(473)

8
キャリア教育充
実事業（専門高
校活性化事業）

学習指導課、
双葉翔陽高
校、小高商業
高校、小高工
業高校

(45,976)

身近な地域住民及び産業界や大学、ＮＰＯ、企業等と幅広く連携をふ
かめることにより、工業技術の重要性並びに連携による新たな産業創
出の醸成を図る。本県児童を対象にハイテクプラザ施設内において、
科学技術の重要性や楽しさに触れる機会を提供する。

専門高校において、地域の人材や企業等と連携しながら,地域に根ざ
した実践的学習を通して生徒に専門的な知識･技術を身に付けさせ、
地域に貢献できる人材の育成を図る。



（地－様式１）

② № 7

⑤
№

⑥事業名 ⑦担当機関
⑧事業費
（千円）

1
（新）産地生産
力強化総合支
援事業

相双農林事務所
（市町村、農業団
体、営農集団、
農業法人、認定
農業者等）

(183,816)

2
資源管理型漁
業を促進する事
業

水産事務所、水
産試験場

(40,226)

3
栽培漁業を促進
する事業

水産試験場、水
産種苗研究所

(111,716)

4
（新）ふくしま園
芸パワーアップ
支援事業

相双農林事務所 （1,530)

5

（新）ふくしまイレ
ブン生産販売強
化事業（ふくしま
イレブンブランド
産地づくり事業）

相双農林事務所
（市町村、農業団
体、営農集団等）

（11,296)

6
（新）有機農業
活用！6次産業
化サポート事業

相双農林事務所 (8,846)

7
農地・水・環境
保全対策営農
活動支援事業

相双農林事務所
地域協議会、活
動団体

(382,550)

8

（新）水と土を守
る！環境と共生
する農業実践支
援事業

相双農林事務所 (649)

9
環境生態系保
全活動支援事
業

水産事務所、水
産試験場

(7,200)

　県産有機農産物の産地を育成するため、生産と流通をコーディ
ネートする機能を強化し、有機農産物の需要に対応できる生産・加
工・販売体制の構築を図る。

　「環境と共生する農業」の全県的な普及推進を図るため、平成19
年度から本格実施となった「農地・水・環境保全対策向上対策（営農
活動支援）」を活用し、地域ぐるみで特別栽培等の環境負荷低減技
術に取り組み、「環境と共生する農業」を推進する活動に対して助成
する。

　中山間地域における農業の健全な維持・発展と地域の環境保全を
図るため、拠点地区を設置し、遊休農地の防止・活用やたい肥等の
地域資源の活用推進の検討と有機栽培等の「環境と共生する農業」
の普及を進める。

海洋の健全な環境維持に役割を果たす藻場・干潟の機能を保全す
るため、漁業者等が行う保全活動を技術的、予算的に支援する。

　産地育成プロジェクト活動を強化し、園芸作物の産出額の増加を
目指すため、本県で生産量が多く本県の顔となる主要６品目につい
て、産地における新規作付者の確保による産地拡大と産地・品目の
ブランド化による販売力の強化に向けた取り組みを支援し、全県的
な生産拡大を進める。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

① 地 域 名 相双地域

③施策の展開方向 地域特性を生かした農林水産業などの振興と地域活性化

④ 重 点 施 策

　冬季温暖で多日照などの立地条件を生かし、野菜や花きなどの産地化を図るとともに、有機栽
培、特別栽培などの環境と共生する農業への転換を進めます。また、水産試験場や水産種苗研究
所の調査・研究などを基に、資源管理型漁業やつくり育てる漁業を展開することにより水産資源の
持続的利用を進め、水産業の振興を図ります。

⑨事業の概要

　本県の顔となる主要な園芸品目産地や、地域が重点的に産地づく
りを進めるために必要な施設整備などの取組みを支援し、園芸産地
の拡大を図る。さらに、稲作の低コスト化や多様な米づくり、転作作
物の生産拡大等を図る。

・効率的な資源利用を促進するため、資源の発生状況や海況等の
調査を行い、動向を予測するとともに、資源状態や資源管理効果を
調査・解析し、有効な情報を提供する。（水産資源・海洋調査事業、
資源管理型漁業高度化推進事業、資源評価調査事業）
・漁業者の自主的な資源管理を促進するため、調査結果を漁業者
協議会等に提示し、資源の有効利用方策を検討する(水産業振興事
業（経常））

・栽培漁業を効率的に推進するため、放流用人工種苗（ヒラメ、アワ
ビ、ウニ、アユ）を生産し、安定的に供給するとともに、放流後の資源
動向、漁獲状況を把握し、事業評価や必要な改善提言を行う。（栽
培漁業事業化総合推進事業、アワビ・ウニ・アユ栽培漁業振興対策
事業）
・新規の栽培漁業を検討するため、ホシガレイの種苗生産技術開発
と放流試験を行う。（ホシガレイ放流技術開発調査事業）

　本県の顔となる主要な園芸品目の全県的な生産拡大を強力に進
めるとともに、本県の多様な地域性を生かした特色ある園芸作物の
県内幅広い生産拡大を支援するため、関係機関・団体等と連携した
県の推進体制の構築や県育成オリジナル品種導入のための実証
展示ほ設置の取組みなど、重点的な推進活動を展開する。



10
さけ資源増殖事
業

水産課、水産事
務所

(3,000)
さけ増殖団体の経営基盤の安定化を図るため、河川で捕獲される
サケの付加価値向上、販売促進に関する取組みを支援する。



（地－様式１）

② № 8

⑤
№

⑥事業名 ⑦担当機関
⑧事業費
（千円）

1
地域づくり総合
支援事業（サ
ポート事業）

相双地方振興
局

3,810

2
（新）ふくしま・地
域産業６次化推
進事業

相双農林事務
所

986

3
（新）ふくしまの
美味しい魚発
掘・活用事業

水産課、水産
事務所、水産
試験場

(2,145)

4

（新）みんなのチ
カラで地域自給
力向上プロジェ
クト事業

相双農林事務
所

500

5

（新）特用林産
振興対策事業
（きのこ６次産業
化事業）

林業振興課、
相双農林事務
所

(3,549)

6
（新）ふくしま県
産果実高度利
用推進事業

ハイテクプラ
ザ

(9,464)
消費者、生産者双方からの強い要望を踏まえ、県産果実を生の状態
で通年にわたり供給することを可能にするため、冷凍技術等の鮮度
保持技術を開発し、併せて冷凍品を使用した加工品の開発を行う。

⑨事業の概要

「浪江観光産業革命 -やきそば編-」
　地元食材を活用した新やきそばの開発やごB-1グランプリ厚木大会
への出場、東北焼きそばサミットｉｎなみえの開催を通して、県内外に
浪江の焼きそばと観光をPRする。

　地域産業の６次化を推進し、地域の活性化を図るため、県内６地方
や県域ネットワークの連携推進による新たな商品づくりを進めるととも
に、６次化を目指す者に対して研修を実施するほか、ふくしまの「食」
を幅広く発信する。また、新たな「食」に関する産業の創出を目指す。

・ふくしまの水産物のイメージを高めるため、「浜の逸品」を選定し、生
産から流通・消費までの関係者と連携し、効果的なPRを行う。
・漁業担い手が実践する水産物の付加価値向上、販売促進等６次産
業に繋がる取組みを支援する。
・ふくしまの魚の販売促進やPR利用のため、選定された対象魚やブ
ランド認証を受けたヒラメ等について成分分析等を行う。
・水産物の消費拡大や産業への理解を促進するため、試験場参観
デーや参画を要請されるイベント、講座等において、水産物の生産や
水揚げ状況、漁法、生態的特徴、食べ方など、生産から流通、加工、
調理まで、幅広い情報を提供する。(ふくしまの美味しい魚発掘・活用
事業、高度利用技術開発試験）

　県産農林水産物の利用拡大による地域自給力の向上を図るため、
生産者組織と集団給食施設（病院、福祉施設、社員食堂等）との連携
を強めて集団給食、食関連産業での地元農産物の利活用を推進す
る。

自然栽培きのこの販売促進と生産者の所得向上のため、地域性の
高い商品づくりと販路開拓に向けた取組みを行なう。

④ 重 点 施 策
　農林水産業と商工業との密接な連携により、生産と加工、販売、流通手法などを効果的に組み
合わせ、地元農林水産物を活用した魅力ある産品づくりや販路の拡大を進めるなど、相乗効果
による地域産業の発展を図ります。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

① 地 域 名 相双地域

③施策の展開方向 地域特性を生かした農林水産業などの振興と地域活性化



（地－様式１）

② № 9

⑤
№

⑥事業名 ⑦担当機関
⑧事業費
（千円）

1
間伐材搬出支
援事業（林内作
業路整備事業）

相双農林事
務所

4,625

2

元気ふくしま、地
域づくり・交流促
進事業外（あぶ
くまロマンチック
街道地区）

相双建設事
務所

30,500

3
地域づくり・総合
支援事業（サ
ポート事業）

相双建設事
務所、相双地
方振興局

1,100

4

森林環境学習
推進事業（森林
環境基金事業）
【再掲】

相双農林事
務所

460

5

森林ボランティ
ア総合対策事業
（森林環境基金
事業）

相双農林事
務所

151

　県民参加による森林づくり運動を推進するため、県内各地域におい
て積極的な森林整備活動を行うボランティア団体の活動を支援し、県
民の森林づくり推進に向けた総合的な環境整備を行うことにより、「循
環の理念」の具現化を図る。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

① 地 域 名 相双地域

③施策の展開方向 地域特性を生かした農林水産業などの振興と地域活性化

④ 重 点 施 策

　阿武隈の山並みを始めとする豊かな自然や伝統文化などの地域資源の継承、地域コミュニティの
再生・活性化などにより、過疎・中山間地域の振興を図ります。また、松川浦や太平洋に注ぐ河川の
水質保全、水産資源の保護を図るため、植林など森林ボランティアが行う自然環境保全活動等の
地域づくりを支援します。

⑨事業の概要

間伐材の搬出に対する支援により、森林の未利用資源の有効活用を
促し、資源循環の流れを回復させることにより持続的な森林整備の促
進を図る

◆阿武隈らしい風景の保全
　交流人口の拡大や着地型観光の推進を図るため、地域住民を主体
とした「阿武隈らしい風景を保全する仕組みづくり」を進める。
◆危険箇所の解消
　地域間交流や生活を支える道路としての機能を高めるため、円滑な
交通の支障となっている危険箇所等の解消を図る。

【はやま湖周辺交流促進事業】
　はやま湖周辺地域の魅力をＰＲし、周辺地域の活性化、交流人口の
拡大を目的として、公式ホームページ「はやま湖・ネット」による情報発
信、「はやま湖新緑ウォーク」などの体験型イベントを実施する。

　県民に「森林との共生」の理念の浸透を図るとともに森林の重要性
への理解促進と、社会全体で森林の整備・保全を支えていくという意
識の醸成を図るため、一般県民に森林・林業に関する知識を学ぶ機
会を提供する。



（地－様式１）

② № 10

⑤
№

⑥事業名 ⑦担当機関
⑧事業費
（千円）

1
救急医療体制
整備事業

相双保健福祉
事務所

214

2
地域保健・職域
保健連携事業

相双保健福祉
事務所 304

3
未来（ゆめ）づく
り食育事業

相双保健福祉
事務所
（相双農林事務
所）

26

4
医療施設監視
指導

相双保健福祉
事務所

138

5
地域医療体験
研修事業

相双保健福祉
事務所
（地域医療課）

1,341

⑨事業の概要

○相双地域救急医療対策協議会の開催
　 地域の救急医療の一層の充実と関係機関の連携を図るため、
地域救急医療対策協議会を開催する。
○病院群輪番制の充実
　 相馬･双葉地区の病院群輪番制の円滑な運営や在り方等に対
する助言等を行う。
○傷病者搬送受入体制検討会の開催
　 地域傷病者の搬送及び受入れの実施基準を策定することによ
り、消防機関による円滑な救急搬送体制を構築する。

　相双地区地域保健・職域保健連携協議会を基盤に、地域の健
康課題・健康情報の共有を図り、保健事業の共同実施を通して
生涯にわたる継続的な保健ｻｰﾋﾞｽの提供体制を整備する。
○相双地区地域保健・職域保健連携協議会の開催
○元気職場づくりｻﾎﾟｰﾀｰ養成講座
　事業所内に健康づくりを積極的に推進するキーパーソンを育成
し、事業所の主体的な健康づくり活動を支援する。

　各部局が連携しながら、幼児・児童の望ましい食習慣の定着を
図り、ふくしまの未来を担う人を育てる。
○食が育む人づくり事業
　・未来（ゆめ）づくり食育計画策定支援研修会
　幼稚園・保育所・市町村職員等に対し、食育計画作成を支援す
るための研修を行う。
　・地産地消と安全の体験学習
　地産地消の体験学習の実施や小・中学校への食の安全に関す
る体験学習を実施する。
○選んで食べよう！食育運動
　望ましい食生活を実践できる児童を増やすため、食事バランス
ビンゴカードを活用した食育運動を行う。

　医療従事者の人員配置、医療安全の確保等の措置が適正で
あるか病院等立入検査を実施し､医療提供体制の充実を図る。

地域医療に関心のある医学部生を対象に、へき地診療所等の地
域医療の現場視察や地域住民との交流など体験の場を提供し、
将来の地域医療の担い手を育成する。
年２回夏期研修（２泊３日）と冬期研修（１泊２日）を実施
対象学生:地域医療に関心を持つ医学生

④ 重 点 施 策

　安全で安心できる医療が受けられるよう、医療機関の連携を始めとする地域医療提供体制の
充実・強化を図るとともに、生涯を通じた健康づくりや生活衛生対策を推進します。　また、子ども
から高齢者まで誰もが安心して健やかに暮らせるために、子育て支援や高齢者、障がい者福祉
の充実を図ります。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

① 地 域 名 相双地域

③施策の展開方向 安全で安心なくらしや交流を支える基盤の整備・充実



6
（新）地域医療
再生基金事業
（相双医療圏）

相双保健福祉
事務所、大野
病院
（地域医療課）

256,059

7
医師臨床研修
対策事業

相双保健福祉
事務所、
大野病院
（地域医療課）

(9,352)

8
医師確保緊急
対策事業

相双保健福祉
事務所、
大野病院
（地域医療課）

(22,200)

①地域医療等支援教員増員事業（予算額：117,828千円）
県立医大の地域医療等支援教員を12人増員し、相双医療圏の中核病
院等に非常勤医師として派遣するために必要な経費を補助する。補助
率：10/10
②病院経営統合連携強化事業（予算額：53,600千円）
県立大野病院と双葉厚生病院の経営統合に伴う受付ネットワークの更
新等を図るために必要な経費を補助する。補助率：10/10
③医師事務作業補助者充実事業（予算額：36,000千円）
相双医療圏の中核病院等において、医師事務作業補助者の増員等を
図るために必要な経費を補助する。補助率：10/10（診療報酬分控除）
④認定看護師等養成事業（予算額：2,122千円）
双葉厚生病院において、訪問看護に係る認定看護師、NST専門療法士
の養成を行うために必要な経費を補助する。補助率：定額（1,855千円/
人、267千円/人）
⑤双葉地域夜間救急支援事業（予算額：8,400千円）
病診連携による夜間救急外来支援及び宿直支援のために必要な経費
を補助する。補助率：10/10
⑥双葉地域救急センター整備事業（予算額：21,000千円）
救急専用病床及び多目的医療用ヘリを整備するための調査及び設計
のために必要な経費を補助する。補助率：10/10
⑦浜通り中核病院医師等ネットワーク事業（予算額：2,042千円）
中核病院医師を始めとする救急医療関係者の症例検討会や多目的医
療用ヘリの運航検討等を行う。
⑧双葉地域訪問看護ステーション支援事業（予算額：215千円）
双葉厚生病院において、双葉地域訪問看護ステーションを拡充するた
めの設計に必要な経費を補助する。補助率：10/10
⑨地域医療総合センター整備事業（予算額：13,000千円）
双葉厚生病院において、地域医療総合センターを整備するための設計
に必要な経費を補助する。補助率：10/10
⑩相双地域医療再生支援フォローアップ事業（予算額：1,852千円）
地域が一体となって地域医療を守る取組みを支援するため、医療従事
者や地域住民が参加する座談会や意見交換会を開催する。

平成１６年４月から新医師臨床研修制度が始まったことに伴い、
全国の医学生を対象とした福島県臨床研修病院合同ガイダンス
開催により県内への医師の定着を図るとともに、医師臨床研修
指導医養成講習会を開催し指導能力の向上を図る。
　また、県立医科大学と県内臨床研修病院の病院群を形成する
など、県内への研修医確保のための各種事業を実施する。
①臨床研修病院合同ガイダンス事業（予算額：2,177千円）
　 臨床研修医を確保するため説明会を開催する。
    　年2回開催（東京都、福島市）
②医師臨床研修指導医養成講習会事業（予算額：1,201千円）
　 効果的に臨床研修を推進するため指導医養成講習会を開催
する。
③人材育成・定着促進事業（予算額：5,974千円）
　 県立医科大学と県内臨床研修病院が病院群を形成して魅力
ある研修プログラムの作成等を行うために必要な経費を補助す
る。
    　補助率：10/10

　県内における医師不足が深刻化していることから、民間医療機
関を新たに加えた医師派遣体制の確保、自治医科大学義務年
限修了者への研修研究資金貸与による県内定着の促進、産科、
小児科等の医師の転入促進、産科医の負担軽減のための助産
師研修などの医師確保の緊急対策を行う。
①医師派遣協力民間病院支援事業（予算額：10,000千円）
　民間病院から医師の派遣を受ける公的病院等に対して、経費
の一部を補助する。
　　補助先：公的病院
　　補助率：1/2（上限5,000千円）
　　補助対象：４件
②医師研究資金貸与事業（予算額：5,000千円）
　県外から転任する産科及び小児科等の医師に対して研究資金
を貸与する。
　　貸与人数：２名
　　貸与額：３年間勤務3,000千円、２年間勤務2,000千円
③自治体病院等医師確保研修資金貸与事業（予算額：4,800千
円）
　産科、小児科、麻酔科を専攻する県内勤務の研修医に対し、県
内の自治体等病院で一定期間の勤務を条件に、研修資金を貸
与する。
　　貸与人数：２名
　　貸与額：月額200千円（最大３年間）
④助産師研修事業（予算額：2,400千円）
　院内助産所及び助産師外来の開設を支援し、産科医の負担軽
減を図るため、助産師に対する研修を行う。



9
特定診療科医
師確保・支援事
業

相双保健福祉
事務所、
大野病院
（地域医療課）

(147,747)

10
（新）ふくしま医
師就職支援事
業

相双保健福祉
事務所、
大野病院
（地域医療課）

(12,703)

11

（新）
ふくしまっ子食
育推進ネット
ワーク事業

相双教育事務
所
（学校生活健康
課）

(2,497)

12

子育て支援を進
める県民運動事
業　　　　（相双
方部子育て支援
連絡会議方部
事業）

相双保健福祉
事務所（相双方
部子育て支援
連絡会議）

233

13
放課後子どもプ
ラン（放課後子
ども教室）

相双教育事務
所
（社会教育課）

(55,367)

14
おもいやり駐車
場利用制度推
進事業

相双保健福祉
事務所

32

15
自殺対策緊急
強化基金事業

相双保健福祉
事務所

4,814

　子育てしやすい環境づくりを進めるため子育て支援団体間及び
子育て支援団体と行政間の連携を深める目的で設立された相双
方部子育て支援連絡会議の活動を支援することにより、子育て
支援のネットワークの拡大を図る。また、１１月第３日曜日の「子
育ての日」、その前後１週間の「子育て週間」を中心に行われる
子育て支援のための方部事業を支援し、子育て支援を進める県
民運動の啓発を図る。

子どもの健全育成と安心して子育てできる地域社会の実現のた
め、放課後に子どもたちの安全で健やかな居場所づくりを推進す
る。
※相双管内委託先
    ２市１３カ所
   相馬市（１０）
   南相馬市（３）

　車いす使用者用駐車施設の適正利用を図るため、おもいやり
駐車場利用制度を推進する。
【おもいやり駐車場利用制度】
　車いす使用者用駐車施設を利用できる人を明確にした上で、対
象者に利用証を発行し、駐車時に掲示を求める制度。
   (1)  制度の広報
   (2)  申請受付・利用証の交付

・市町村の保健福祉担当者を対象に、自殺対策のための面接技
術研修会をを開催する。また、一般住民を対象に、うつ病家族教
室を開催する。
・民生児童委員、健康推進員及び一般住民を対象に、自殺予防
セミナー（「（仮）うつと自殺予防」）を開催する。
・市町村の相談支援体制整備などの取組みに対して助成を行う
ことにより地域における自殺予防対策の促進を図る。（管内１２市
町村のうち１１市村で実施）

　栄養教諭の専門性を各地域で活用するネットワークを構築する
とともに、食を要とした生活習慣を改善する取組みや豊かな食育
体験を展開し、学校、家庭、地域の協働による食育を展開する。

　過酷な職務環境にある産科医、救急勤務医等の処遇改善を図
り、その確保を図る。
①救急医療機関の勤務医師確保事業（予算額：75,922千円）
　救急勤務医に手当を支給する医療機関に対して補助を行う。
　　補助率：1/2（国1/3、県1/6）
②産科医等確保支援事業（予算額：55,741千円）
　分娩手当を支給する分娩取扱機関に対して補助を行う。
　　補助率：病院1/2（国1/3、県1/6）、診療所・助産所1/3（国
1/3）
③新生児科医確保事業（予算額：6,000千円）
　出産後ＮＩＣＵへ入院する新生児を担当する医師に対し手当を
支給する医療機関に対して補助を行う。
　　補助率：病院1/2（国1/3、県1/6）
④病診連携産科小児科支援事業（予算額：10,084千円）
　 病院勤務の産婦人科医及び小児科医の負担軽減を図るた
め、開業医が病院の産婦人科や小児科の診療応援をする場合
に、病院が支払う報酬に対して補助する。

補助率：10/10

①医師マッチング事業
　 離職した女性医師や定年を迎える医師等、広く県内外から県
内病院等への医師の就職を支援し、医師の確保を図る。



16
薬物乱用防止
対策の推進

相双保健福祉
事務所

200

17
感染症サーベイ
ランス等事業

相双保健福祉
事務所

ゼロ
予算

18
環境衛生施設に
おけるレジオネ
ラ属菌対策指導

相双保健福祉
事務所

ゼロ
予算

19
食品等の安全
性確保対策の
推進

相双保健福祉
事務所

824

20
飼い犬等の適正
管理の推進

相双保健福祉
事務所

1390

　レジオネラ属菌の繁殖が懸念される入浴施設や冷却塔等の衛
生管理について指導し、レジオネラ症の発生防止を図る。
　対象施設：公衆浴場、旅館及び特定建築物の冷却塔

　食中毒や異物混入等の食品に起因する事故が後を絶たないこ
とから、食品製造施設や集団給食施設、大型小売店等の監視指
導を計画的に実施し、飲食に起因する健康被害や不良食品の発
生を未然に防止する。
　また、消費者や食品等事業者に対し、「食品の安全・安心」に関
する正しい知識の普及啓発を実施し、消費者の不安や不信の払
しょくに努める。

　不適正な飼育管理による苦情や咬傷（こうしょう）事故が後を絶
たないことから、飼い犬等の適正管理の指導及び啓発を実施し、
危害の防止を図るとともに、動物愛護思想の普及啓発により、人
と動物が優しくふれあえる環境の確保に努める。

○「ダメ。ゼッタイ。」普及運動による啓発
　 高校生等ヤングボランティアの協力を得てキャンペーンを実施
し、若年層等に対して薬物乱用の恐ろしさについて啓発する。
○薬物乱用防止スクールキャラバンカーの学校巡回
　 小学校等に薬物乱用防止スクールキャラバンカーを巡回させ、
薬物乱用防止指導員と連携し、効果的な薬物乱用防止教育を実
施する。
○薬物乱用防止指導員の育成、活動支援
　 地域において草の根的に薬物乱用防止啓発活動を実施する
ため、研修会等で薬物乱用防止指導員の資質向上を図り、ま
た、薬物乱用防止指導員協議会の活動を支援する。

　毎週、定点医療機関からインフルエンザ等感染症発生報告を
受け、ホームページに感染症発生状況を掲載し、住民への注意
喚起を行う。
　また、所長コメントを添えて医療機関、学校及び保健センター等
に感染症発生状況を情報提供し、感染症対策の推進を図る。



（地－様式１）

② № 11

⑤
№

⑥事業名 ⑦担当機関
⑧事業費
（千円）

相双建設事務
所

158,400

相双建設事務
所

13,400

相双建設事務
所

46,000

2
原子力防災対
策事業

原子力セン
ター

11,219

3
漁港海岸保全
施設整備事業

相馬港湾建設
事務所

87,500

4
海岸保全施設
整備事業（高
潮、侵食対策）

相双農林事務
所

500,000

5
海岸堤防等老
朽化対策緊急
事業

相双建設事務
所

190,000

6
安全確保協定
の運用

原子力セン
ター

（18,227）

7
環境放射能等
監視事業

原子力セン
ター

（117,832）
原子力発電所周辺地域の安全確保を図るため、環境放射能の監視
測定等を行い、モニタリングポストの測定結果をインターネット等を活
用し、迅速に提供する。

⑨事業の概要

1 高潮対策事業

（木崎海岸）
高潮等による越波から人家や耕作地を保全するため、海岸堤防の嵩
上げや人工リーフの整備を実施する。
なお、海岸の利活用の観点から、堤防の一部を緩傾斜堤としている。

人口リーフ工　Ｌ＝６６ｍ

（請戸海岸）
高潮等による越波や海岸浸食から人家や耕作地を保全するため、突
堤や離岸堤、人工リーフの整備を実施する。
また、海岸の利活用を考えて堤防の一部を緩傾斜堤にしている。

離岸堤ブロック製作工　Ｎ＝２２個

（毛萱仏浜海岸）
高潮等による越波や海岸浸食から人家や耕作地を保全するため、堤
防の嵩上げや離岸堤、人工リーフの整備を実施する。

人工リーフ工　Ｌ＝２６ｍ

原子力防災訓練に参画するとともに、（原子力安全対策課が行う）緊
急時対応システムの維持管理や原子力防災講習会等の一部業務を
担う。また、原子力災害対策センター（オフサイトセンター）の維持管
理を行う。

堤防背後地に存在する公共施設や人家を、波浪等による侵食や台
風等による越波・浸水被害から防護する。

　農地保全に係る海岸の区域において、津波や高潮、波浪等による
災害を未然に防止するとともに、海岸侵食等の被害から海岸を防護
し、県土保全を図る。

（角部内海岸）
海岸侵食と既設堤防の老朽化により、被災の危険が高まっている海
岸を防護するため、堤防の補修を実施する。

堤防補修工　Ｌ＝３０１ｍ

原子力発電所の安全確保に関する協定に基づき、原子力発電所か
らの通報連絡の受領、立入調査・状況確認調査の実施などを行う。

④ 重 点 施 策

　原子力防災対策の充実・強化への取組みや事業者と締結している安全確保協定の厳正な運
用を行うとともに、環境放射線常時監視結果の迅速な提供に努めます。また、地域防災や県土
保全の観点から、高潮・波浪、浸食などの被害から海岸を保護し、快適で潤いのある海岸環境の
保全と創出を図るため、人工リーフや消波堤などの海岸保全施設の整備を進めます。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

① 地 域 名 相双地域

③施策の展開方向 安全で安心なくらしや交流を支える基盤の整備・充実



（地－様式１）

② № 12

⑤
№

⑥事業名 ⑦担当機関
⑧事業費
（千円）

1
地域自立活性化
交付金事業（国道
２８８号）

相双建設事務
所

300,000

2
電源立地促進事
業（広野小高線）
【再掲】

相双建設事務
所

1,440,000

3
相馬港３号ふ頭
整備事業

相馬港湾
建設事務所

500,100

⑨事業の概要

相双地域と郡山地域を結ぶ幹線道路である国道288号の安全で安
心なくらしや交流を支える基盤の整備を図るため、現道幅員が狭
く、車両のすれ違いが困難な状況である野上地内において、バイ
パスを整備し、危険箇所の解消を図る。

観光道路として地域連携軸、沿道利用を図り、一体的な観光エリア
として地域活性化の支援に努めながら、沿岸部の観光・レクリエー
ション施設の連携強化による交流人口の拡大をめざす。
また、幹線道路であることから、安全で安心なくらしや交流を支える
基盤の充実させるため、現道幅員が狭小で交通混雑が見られる箇
所のバイパスを整備し、危険箇所の解消及び交通渋滞の緩和を図
る。

船舶の大型化及び貨物量の増加に対応するため、－１２ｍ岸壁
（国）と－１０ｍ岸壁（県）の整備を行っています。
また、災害時の緊急物資の物流拠点として、－１２ｍ岸壁は耐震強
化岸壁として災害に強い施設整備を図っています。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

① 地 域 名 相双地域

③施策の展開方向 安全で安心なくらしや交流を支える基盤の整備・充実

④ 重 点 施 策
　常磐自動車道や東北中央自動車道、阿武隈東道路などの高速交通体系、国道114号、国道
288号、県道広野小高線（浜街道）などの幹線道路、阿武隈山間地域における生活道路や、取
扱貨物の増大等に対応した相馬港の港湾施設など、社会基盤の整備を進めます。
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